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1 調査の概要 

1.1 調査の背景 

現在、私たちは人類史上において最も大きな情報通信革命の時代を生きている。世界人口の50％

以上がインターネットにアクセスし、日々新しいユーザーが増えている。世界のデータトラフィ

ックは年々拡大し、世界的にAI・IoT化が急速に進展して新たな市場が登場していることもあり、

ICT各市場は活性化している。 

このような状況下、南アジアや中央アジアの新興国では、ICT産業の輸出額や人材が年々増加して

いる。また、新興国のIT企業の中には、すでにAI、データサイエンス、IoT、フィンテックなどの先端

技術開発に積極的に取り組み、欧米を中心とした海外市場に積極的に進出している企業もある。これ

らの国々では、ICT産業をさらに発展させるために、現在の欧米市場に加えて新たな市場を開拓・拡

大する必要性を認識しており、日本も新たな市場開拓の候補の一つとなっている。このような日本市

場への参入ニーズは、いくつかの国（スリランカ、アルメニア、パキスタン）で確認されている。 

しかし、日本企業と新興国とのパートナーシップは、言葉の壁や商習慣の違い、ブランドディ

ングの欠如などの要因により、十分に実現されていないのが現状である。特に、日本のICTソリュ

ーションプロバイダーを通じたオフショア開発市場への取り組みは既に行われているが、対象国

の先進的なICT企業は、そのような中間企業とのオフショアビジネスを選択することは少なく、日

本の顧客企業との直接のビジネスマッチングを希望している。 

そのため、新興国と日本企業を直接結びつける人材育成や連携の仕組みを構築し、各国との二

国間協力を促進することが重要と考えられている。しかし、現状では、それぞれの国の企業の関

心度、関心のある企業の数、日本市場への参入、パートナーシップの構築、投資の誘致などの具

体的な障壁、二国間協力を促進するための研修内容など、明確化できていない点が多い。 

本調査では、上記の現状を踏まえ、新興国のICT企業とICTソリューションを求める日本企業との

直接連携を促進するための課題を整理し、新興国が中間企業を介さずに日本市場への参入、日本企

業との連携、対象国への投資誘致を実現するための適切なブランディング／マーケティング戦略を

構築することを目的とする。また、戦略を実行するために必要な活動や、新興国に不足している人

材を明らかにし、今後の支援内容を検討するために必要な情報を収集することを目的とする。 

1.2 調査の目的 

本調査の目的は、各対象国の先進的なICT企業と、日本の高度なニーズを持つ潜在的な顧客企業

との直接のビジネスコラボレーションの可能性と課題を明らかにし、日本市場を対象とした各対

象国のブランディング・マーケティング戦略（案）を作成することである。当該ブランディング・

マーケティング戦略の実施主体は、各対象国の政府または業界団体とするが、本調査を通じてそ

の候補を収集する。また、戦略実施に必要な各対象国で不足しているシステム、活動、人材など

を明らかにし、今後の支援の方向性を検討するための情報収集を行う。 

1.3 対象国・地域  

• アルメニア国 エレバン 

• スリランカ国 コロンボ 

• パキスタン国 イスラマバード、カラチ、ラホール 

• 日本国内 
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1.4 調査の実施戦略 

本調査の対象となる3カ国は、ITソリューション産業が充実していることが日本ではあまり知ら

れていないのが実情である。日本周辺の多くの新興国（中国、インド、ベトナム、フィリピン、イ

ンドネシア、バングラデシュ、ミャンマーなど）は、すでに日本のITソリューション市場に進出

しており、そのほとんどが日本のITソリューションプロバイダーを通じたオフショア・アウトソ

ーシング事業を行っている。そのため、日本のオフショア開発市場は既にほぼ飽和状態にあり、

コスト競争に陥っているのが現状である。中国、インド、ベトナムの先進的なITソリューション

プロバイダーの中には、日本の中間的なITソリューションプロバイダーを経由せずに、日本の顧

客に直接ソリューションビジネスを提供するところも出てきているが、この戦略には、日本の顧

客との日本語での十分なコミュニケーション（日本は非英語圏の中では英語力が非常に低いこと

で知られているため1）と、日本の商習慣への十分な理解が必要となる。 

このような既に日本でビジネスを展開している他国との違いや競争力の違いを明確にし、対象

国をよく知らない日本の潜在的な顧客に対して、対象国のITソリューション産業のブランドイメ

ージを明確に伝える必要がある。このような現状と本調査戦略をまとめたものが下図である。 

 

図-1 調査の概要と範囲（日本の現状を踏まえて） 
 
このような状況下での対象国の比較競争力は、以下の (1) から (3) の優先順位を付けた要因に

よって明確にするべきと考える。 

 
1 https://www.nippon.com/en/japan-data/h00594/japan%E2%80%99s-english-proficiency-drops-among-non-english-

speaking-countries.html 
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(1) 数あるIT分野の中で、各対象国のIT産業が他の新興国に比べて明確な競争力を持つIT分

野を特定し、そのIT分野を必要とする日本企業とのビジネスにつながるブランディング

戦略を立案する。 

(2) 各対象国の比較優位を地理的側面（日本企業にとって魅力的な他の地域への市場アクセ

スや、その地域でのビジネス展開の拠点となる場合など）や文化的側面（日本企業が特

定の文化的側面に適した製品を開発する場合など）から検討し、技術的優位性と地理的・

文化的優位性を組み合わせたブランディング戦略を策定する。 
(3) 技術的、地理的、文化的に十分な比較優位性が見出せない場合には、他の要素（特に労

働コスト、経済規模などの経済的要素）で対象国を差別化するしかないが、単純にコス

トをアピールするのではなく、技術的優位性と経済的優位性を組み合わせて高い付加価

値を訴求するよう努める。 

1.5 調査スケジュール 

最新の調査の全体スケジュールは下図の通りである。このスケジュールは、世界におけるCOVID-

19のパンデミック状況等により、2020年6月、9月、2021年5月の3回にわたって改訂されている。 

 

図-2 調査の全体スケジュール 

Year 
Month 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

Major Deliverables 

 1　Preparation and creation of Inception Report

1-1　Literature survey for the preparation and schedule of the Study

1-2　Creation of Inception Report (ICR)

1-3　Explanation based on the ICR to target countries

 2　Information gathering on the current state and challenges of IT industry in the target country

2-1　Survey on the policies, laws, and systems of the government regarding the ICT industry

2-2　Survey on basic data of IT industry and companies in target country

2-3　Study / analysis on issues and their solution needs of IT industry / company

2-4　Study / analysis on the needs of IT industry / companies to enter Japanese market

2-5　Study / analysis on IT sector development by other donors and private companies

 3　Introduction of target countries to and assessing needs in Japanese industry
3-1　Sharing results of study on IT industry in the target countries to Japanese industry /
          Assessing potential needs for business matching
3-2　Needs raising for business matching between companies in Japan and the target country

 4　Creation of branding / marketing strategy plan & activity plan for the IT industry of the target country

4-1　Creation of branding / marketing strategy for IT industry of the target country

4-2　Creation of activity plan necessary for realizing the branding / marketing strategies

4-3　Discussion on the branding / marketing strategy plan and activity plan

 5　Creation, explanation, and consultation of the Interim Report (ITR)

5-1　Creation of Draft Interim Report (DITR)

5-2　Discussion on Interim Report with related parties in the target country

5-3　Seminar for introducing Japanese market for local IT industry

5-4　Finalization and submission of Interim Report

 6　Providing opportunities for deepening understanding of both Japanese companies and IT industries in the target country

6-1　Pilot program for PoC business collaboration

6-1-1　Announcement of the pilot program

6-1-2　Application for the pilot program

6-1-3　Selection of the pilot program

6-1-4　Implementation of the pilot program

6-1-5　Evaluation and reporting of the pilot program

6-2　Authoring of pilot promotion video for Japanese market

6-2-1　Planning of the promotion video

6-2-2　Shooting and editing of the video

6-2-3　Release of the video to Japanese industries

 7　Drafting of proposal for the cooperation program by Japan

 8　Creation, explanation, and consultation of the Draft Final Report (DFR)

8-1　Creation of Draft Final Report

8-2　Discussion on Draft Final Report with related parties in the target countries

 9　Creation and submission of Final Report (FR)

2020 2021

ICR: Inception Report      DITR: Draft Interim Report      ITR: Interim Report      DFR: Draft Final Report      FR: Final Report

IC ITRDITR DFR FR

Seminar for introducing IT industry of the target countries

Activity in Japan Online implementation Subcontracting + Online implementation

Seminar for introducing Japanese market
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1.6 調査内容 

ここでは図-2の調査スケジュールに示された各作業の内容を【業務】とその下位レベルの【工

程】に分けて説明する。 

 業務1  インセプションレポートの作成 

 工程1-1  調査の準備とスケジュールのための文献調査 

オンラインで入手可能な既存の情報を収集・検討・分析し、対象国における現地調査の詳

細な内容を作成する。 

調査項目と調査工程の作成に当たっては、全ての対象国に同じ内容を作成するのではなく、各

調査国の特徴や、調査国同士および既に日本に進出済みの新興国との比較優位性に関する仮説を

立てる。その後、優先順位をつけながら、仮説を検証できる調査項目やプロセスを策定する。 

 工程1-2  インセプションレポート（ICR）の作成 

上記の分析をもとに、インセプションレポート（ドラフト）を作成する。インセプション

レポートの構成は、対象3カ国に共通する内容と各国に固有の内容に明確に分け、各国に提出

する内容は、共通部分＋各国に固有の部分とする。 

現地調査に先立ち、対象国向けの質問票やプレゼンテーション資料を作成。その内容を

JICAと協議した上で、レポートを確定する。 

 工程1-3  インセプションレポートに基づく対象国への説明 

インセプションレポートは、現地再委託先による最初の調査の際にJICAからのオフィシャ

ルレターとともに調査対象組織・企業に提供され、その内容は対象組織・企業とのオンライ

ンミーティングの際に説明する。 

 業務2  対象国のIT産業の現状と課題に関する情報収集 

この調査が対象国における初めての現地調査となる。COVID-19の流行により、第1回目の調査

は各対象国の現地再委託先を活用し、オンラインでのアンケートやインタビューを実施する。現

地調査の全体的な手順は下図の通りである。 

 

図-3 各対象国における現地調査の実施手順 

Target CountryJapan

Target 
organization
/ company

Study Team

Appropriate 
person in 
charge

Local 
consultant

Internet

Inception Report

Online Questionnaire

Online Interview

First contact

Real Visit
(Later if 
possible)









Basic 
research



南アジア・中央アジア地域 先端ICT技術を用いたソリューションビジネス振興のための情報収集・確認調査 

5 

① インセプションレポートは、対象国の委託先である現地コンサルタントに送付され、現

地コンサルタントが現地のIT産業に関する基礎調査を行う。その後、現地コンサルタン

トが調査対象となる組織や企業にコンタクトを行い、適切な担当者を確認する。 

② 調査団は、対象組織の担当者にオンラインアンケートを送付し、回答を依頼する。 

③ オンラインアンケートの結果に基づいて、さらに詳細な調査が必要な場合は、調査団が対象

組織の担当者にオンラインインタビュー／ミーティングを依頼する。 

調査対象となった組織・企業のリストは、付録1に示すとおりである。 

 業務3  日本の産業界に対する対象国の紹介とニーズの把握 

 工程3-1  対象国のIT産業に関する調査結果を日本の産業界に伝える／ビジネスマッチング

の潜在的なニーズを把握する 

対象国IT産業・企業の情報、ビジネスマッチングのニーズや課題などの現地調査結果を、

日本の産業・企業に向けて発信する。また、ビジネスマッチングの可能性について、日本側

のニーズや課題についても意見を聞く目的で、オンラインセミナー（Webinar）を開催する。

このセミナーでは単なる対象国の紹介ではなく、日本のITソリューションプロバイダーを通

じた一般的なオフショア開発では実現できない、最先端技術分野での迅速で戦略的な製品・

サービスの開発につながる内容であることを強調する。（詳細は5.2/5.3参照） 

 工程3-2  日本の企業と対象国の企業とのビジネスマッチングのためのニーズ喚起 

セミナーを通じて対象国のIT企業に興味を示した日本企業、セミナーには参加できなかっ

たが興味を示した日本企業、以前に対象国にアプローチしたが協業に至らなかった日本企業

について、現地調査で明らかになった現地IT企業と日本企業との個別ビジネスマッチングの

可能性を検討し、オンラインミーティング等を通じて個別にコンタクトしインタビューを実

施する。 

 業務4  対象国のIT産業のブランディング／マーケティング戦略案と活動案の作成 

 工程4-1  対象国のIT産業のブランディング／マーケティング戦略の構築 

各対象国が日本市場に参入する際のブランディング／マーケティング戦略は、日本におけ

る重点対象産業の設定、喚起すべき価値イメージの設計、顧客接点の設計、マーケティング

ミックスの最終化、KGI／KPIの設計、日本市場参入活動案の作成、というプロセスを経て作

成する。 

 

図-4 日本進出のためのブランディング／マーケティング戦略と活動案の策定プロセス 

 

作成した対象国のIT産業のブランディング／マーケティング戦略案を付録3に示す。 

日本における

重点対象産業設定

価値イメージ

設計

顧客接点

の設計

マーケティング

ミックス最終化

KGI/KPI
設計

日本市場参入

活動案作成
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 工程4-2  ブランディング／マーケティング戦略を実現するために必要な活動計画の作成 

前項で作成した戦略案に基づき、重要なマイルストーンとその時期を明記したタイムライ

ンに沿った活動案を作成する。活動案では、日本市場参入を前提としたブランディング、マ

ーケティング戦略を実現するうえで、各国の現状から特に不足している項目に対して重点的

に工数を充てるタイムラインとし、また、PRする技術領域に対する本邦業界の需要の現状及

び展望、そして各国の政府及び現地供給サイドの市場環境及びニーズを鑑みることで、十分

な実現可能性を持つ日本市場参入活動案とする。 

 工程4-3  ブランディング／マーケティング戦略案と活動案の協議 

ブランディング／マーケティング戦略案、活動案の内容について、オンラインミーティン

グ（工程5-2と同時開催）を通じて、各対象国の関係機関と協議する。 

 業務5  インテリムレポート（ITR）の作成・説明・協議 

 工程5-1  ドラフトインテリムレポート（DITR）の作成 

上記の調査結果（工程4-1まで）を、ドラフトインテリムレポート（DITR）にまとめる。

DITRの構成は、インセプションレポートと同様に、対象3カ国共通の内容と国別の内容とに

明確に分け、対象3カ国ごとに専用のレポートを用意する。 

 工程5-2  対象国の関係者とのインテリムレポートの協議 

ドラフトインテリムレポートの内容について、各対象国の関係機関とオンラインミーティ

ングを通じて協議する。 

 工程5-3  現地IT産業向け日本市場紹介セミナー 

ドラフトインテリムレポートおよびブランディング／マーケティング戦略・活動案に関す

るオンライン協議と併せて、現地のIT産業向けに日本市場を紹介するオンラインセミナー（ウ

ェビナー形式）を開催し、ビジネスマッチングに有望な日本の産業や日本市場に参入するため

に必要な知識などを現地のIT企業に紹介すると共に、後述するビジネスマッチング関連イベン

トへの参加を促す。本セミナーの実施結果は5.4で述べる。 

 工程5-4  インテリムレポートの作成と提出 

インテリムレポートは、議論の結果（工程4-3/5-2）と、上記セミナーの結果（工程5-3）を

踏まえて最終化し提出する。 

 業務6  本邦企業・対象国IT業界の双方の理解深化の機会の提供 

 工程6-1  協業試行パイロットプログラム 

日本企業と対象国のICT企業との実際のビジネスマッチングを促進するために、双方の協

業試行を支援するパイロットプログラムを実施する。これは日本企業が対象国のICTソリュ

ーション企業と小規模な実証実験やプロトタイプ開発を行うアイデアや計画を募集し、調査
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団は対象ICT企業との再委託契約の形でその実施を支援する。この活動は、COVID-19パンデ

ミックの影響で中止となった日本への招聘プログラムの代替企画として実施された。実施結

果については5.5で述べる。 

 工程6-2  日本市場向けパイロットプロモーションビデオの制作 

日本市場と対象国のICT産業の協業を実現するために、工程4-1で作成したブランディング

／マーケティング戦略プランに基づき、日本市場向けに各対象国ICT産業のパイロットプロ

モーションビデオを制作する。このビデオは日本市場を直接ターゲットとし、日本の産業界

のニーズに合わせ、日本企業が対象国のICT産業に対して抱いている典型的な疑問に答える

よう、ビデオの内容を慎重に設計する。内容は、対象国のICT産業の紹介だけでなく、各国の

ICT産業の代表者へのインタビューなどを、日本語の字幕やナレーション付きで行う。この活

動は、COVID-19パンデミックの影響で中止された日本企業による対象国への訪問プログラ

ムの代替として企画された。実施結果については5.6で述べる。 

 業務7  日本による協力プログラムの提案書の作成 

この分野でのJICAによる協力の可能性を検討し、協力の可能性がある場合には、協力スキー

ム、活動内容、対象となるカウンターパートの組織や企業などを検討し、最終報告書で提案する。 

 業務8  ドラフトファイナルレポート（DFR）の作成・説明・協議 

 工程8-1  ドラフトファイナルレポートの作成 

調査・活動の結果をもとに、ドラフトファイナルレポート（DFR）を作成する。また、こ

れまでの活動結果をもとに、ブランディング／マーケティング戦略の提案、活動計画を確定

する。特に活動案は、対象国の政府や企業がすぐに活動に参加できるように、具体的な活動

内容や時期、各活動に関わる日本のカウンターパートなどを明確に記述する。 

 工程8-2  対象国の関係者とのドラフトファイナルレポートの議論 

JICAからDFRの内容について確認を受けた後、対象国の関係者とオンライン会議等を通じ

て説明・報告を行い、レポートの内容について議論する。 

 業務9  ファイナルレポート（FR）の作成・提出 

ファイナルレポートは、DFRに対する各対象国の関係機関やJICAのコメントを反映させて最終化

し、JICAに提出する。 
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2 パキスタンにおける先端ITソリューションサービス輸出の状況 

注） 本調査と同時期に、JICAが実施した「パキスタン国本邦ICT企業とのビジネスマッチングを

通じたICT産業振興にかかる情報収集・確認調査」がある。重複調査を避けるため、本調査で

は調査対象を限定している。 

パキスタンは、人口が多く、若く、広く英語を話すことができるため、IT分野、特にアウトソー

シング関連の輸出が大きく伸びている。IT関連の輸出（限られたITハードウェアの輸出を除く）

は、2013年から2018年にかけて年率6％で増加しており、8億1,700万米ドルから10億9,200万米ドル

になっている。人口増加と経済発展を背景に、過去20年間で携帯電話の契約も大幅に増加してお

り、国内IT市場の成長をさらに後押しするものと期待されている。輸出と国内売上を合わせたIT

市場全体の規模は、2019年には約40億米ドルと推定されているが、政府は、IT部門に対するさま

ざまなインセンティブの導入や、IT部門のスタートアップや企業のためのインフラやサポート施

設の設置を促進することで、2025年までに200億米ドルまで成長させるという積極的な計画を立て

ている。 

2.1 ICT分野発展のための政府政策と関連組織 

2.1.1 政府の取り組みの概要 

IT産業の観点から見ると、初期のマイルストーンの1つは、1985年に政府がITの輸入を正式に公

表し、パキスタン国民が初めてITハードウェアにアクセスできるようになったことである。関税

負担が軽減されたことで、産業界にブームが起こり、外国からの直接投資も増えたことから、政

府はIT分野の経済的可能性を認識し、1995年にパキスタンソフトウェア輸出委員会を設立した2。

2000年代に入ると、2002年に情報技術省が科学技術省から分離され、IT分野にさらに注力できる

ようになったことも画期的であった。この頃、国営通信会社のPakistan Telecommunication 

Corporation Limited（PTCL）も2001年に携帯電話サービスUfoneを開始し3、2003年には新たに2社

の携帯電話会社がライセンスを取得して競争が激化、携帯電話加入者数は2003-2004年度の500万

人から2004-2005年度には1,270万人、さらに2005-2006年度には3,440万人となり、普及率はわずか

2年で3.3％から23.7％にまで拡大した。4 

 
2 https://www.researchgate.net/publication/328718444_ICTs_and_Development_in_Pakistan_A_Review 
3 https://www.researchgate.net/publication/281806715_Impact_of_Information_and_Communication_Technologies_on_ 

Pakistan%27s_Economy_and_Poverty 
4 パキスタン電気通信庁年次報告書（2004 年、2005 年、2008 年、2014 年） 
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図-5 パキスタンの携帯電話加入者数と普及率（2001-2014）5 

 
パキスタンは、2000年代半ばには、豊富な人材と低い人件費を武器にオフショアサービス産業

に参入し、2009年以降、IT-BPOプロセスのアウトソース先として上位50カ国にランクインし6、2017

年のATカーニーグローバルサービスロケーションインデックスでは、インドやバングラデシュな

ど他の南アジア諸国や世界各国の中でも、最もコスト効率の高いアウトソーシング先として認定

されている。7 

表-1 オフショアサービス立地指数ランキング2017 

（選定国：南アジア主要国および上位5カ国）8 

国名 2017 年 
ランキング 財務上の魅力 ピープルスキル 

と可用性 ビジネス環境 

インド 1 3.30 2.63 1.14 
中国 2 2.37 2.69 1.26 
マレーシア 3 2.92 1.47 1.72 
インドネシア 4 3.25 1.53 1.20 
ブラジル 5 2.65 2.02 1.27 
スリランカ 11 3.42 1.07 1.22 
バングラデシュ 21 3.34 1.23 0.80 
パキスタン 30 3.35 1.30 0.63 

 
パキスタンのICT産業競争力の源泉は、豊富で若く、低コストで、英語を話す労働力にある。パ

キスタンの人口は2020年時点で2億2,000万人を超えており、今後も年率1.6～1.9%程度で増加し、

2027年には2億5,000万人を超え、2030年には2億6,000万人を超えると予想されている。図-7に示す

ように、2020年には人口の約60%が25歳以下であり、2030年にもこの若い年齢層が人口の半分以

上を占めると予想されている。 

 
5 パキスタン電気通信庁年次報告書（2004 年、2005 年、2008 年、2014 年）（注：年数は掲載年の 6 月末までの

会計年度）。 
6 https://gvcc.duke.edu/wp-content/uploads/PakistanOffshoreServicesGVC.pdf 
7 https://www.de.kearney.com/documents/20152/4977406/The+widening+Impact+of+Automation.pdf/95d8d519-e2b0-

0e4f-994d-15e8716b339e?t=1505464610310 
8 https://www.de.kearney.com/documents/20152/4977406/The+widening+Impact+of+Automation.pdf/95d8d519-e2b0-

0e4f-994d-15e8716b339e?t=1505464610310 

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
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図-6 パキスタンの推定人口成長率（2020-2030）9 

 

 

図-7 年齢層別人口内訳（2010-2030）10 

 
インド、アメリカに次ぐ世界第3位の英語圏11であるパキスタンには、現在および将来のIT製品

や技術に精通した30万人以上の英語を話すITエキスパートがおり、毎年2万人以上のIT卒業生やエ

ンジニアが新たに輩出されている。12 

人件費も低く、ソフトウェア開発者の平均時給は約25～30米ドルで、インドよりも低く、バン

グラデシュやスリランカと同程度である。パキスタンのオペレーションコストは、特に低付加価

値のBPO分野において、世界最大のBPOサービス供給国であるフィリピンよりも60％低いと言わ

れている。13 

  

 
9 United Nations Population Division Department of Economic and Social Affairs, World Population Prospects 2019 
10 United Nations Population Division Department of Economic and Social Affairs, World Population Prospects 2019 
11 https://gvcc.duke.edu/wp-content/uploads/PakistanOffshoreServicesGVC.pdf 
12 http://moib.gov.pk/Downloads/Policy/DIGITAL_PAKISTAN_POLICY(22-05-2018).pdf 
13 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
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表-2 ソフトウェア開発者の時給（米ドル、2018年）14 

国名 ソフトウェア開発者の時給 
パキスタン 25-35 

インド 30-40 
バングラデシュ 25-35 

ネパール 25-30 
スリランカ 25-35 

 
質の高い労働力が豊富に供給されているパキスタンには、世界銀行の報告書によると4,000社以

上のIT企業が存在し、さらに毎年200社以上のコールセンターが設立されている。また、パキスタ

ンはインド、バングラデシュに次いで世界第3位のフリーランサー数と言われており15、フリーラ

ンス活動による年間収益の伸び率は47％（2019年）で、アメリカ、イギリス、ブラジルに次ぐ世

界第4位となっている。16 

また、IT分野への投資を促進するために、数多くの税制優遇措置や政策を実施している。税制

上の優遇措置としては、ITおよびITeS（ITを活用したサービス）の輸出に対する所得税のゼロ化、

IT/ITeS企業の100%の外国人所有権の許可、外国人ITおよびITeS投資家への100%の利益の本国送金

許可などがある17。現在検討されているその他のインセンティブとしては、パキスタンソフトウェ

ア輸出庁（PSEB）に登録したIT/ITes企業に対する所得税の免税措置の延長、PSEBに登録したIT/ITes

企業およびコールセンターによる輸出送金に対する5%のキャッシュリワード、イスラマバード首

都圏に所在するIT/ITes企業の国内収入に対する売上税の軽減、IT/ITes企業に対する長期最終融資

率の軽減、技術系経済特区（SEZ）の設立、ITパークの形でIT/ITes企業に長期リースの土地を割り

当てることなどがある。18 

政府が行っているその他のICT関連の取り組みとしては、起業家支援組織の設立がある。連邦政

府は、官民連携の形で全国のナショナルインキュベーションセンター（NIC）に資金提供すること

で起業を促進しており、2016年にはTeamup（イノベーションハブ）とJazz（モバイルネットワーク

およびインターネットサービスプロバイダー）の提携により、イスラマバードに最初のNICが設立

された。2017年以降、合計4都市（イスラマバード、カラチ、ラホール、ペシャワール）のNICで

は、合計234社のスタートアップをインキュベートし、数千人の雇用を創出している。また、National 

ICT R&D Fundは、2017年にIgniteにブランド名を変更して刷新され、上記のNICのほか、SEEDファ

ンド（革新的な製品や技術の開発を資金面で支援）、Final Year Project（FYP）ファンド（ICT関連

分野の学部生がFYPのプロトタイプやワーキングモデルを構築するための資金を提供）、無料のオ

ンライントレーニングプログラムなどを通じてイノベーションを支援している。19 

ICT分野の長期的な戦略は、数多くの国家計画でも示されている。2025年に向けた国の長期戦略

とロードマップを示した「パキスタン・ビジョン2025」は、ICT分野に触れており、幅広いインタ

 
14 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
15 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
16 https://pubs.payoneer.com/images/q2_global_freelancing_index.pdf 
17 https://invest.gov.pk/it-ites, https://www.thenews.com.pk/tns/detail/662272-economic-revival-and-the-it-

sector#:~:text=Current%20Pakistan%20zero%20income,fundes%20till%2020till%20available 
18 http://moib.gov.pk/Downloads/Policy/DIGITAL_PAKISTAN_POLICY(22-05-2018).pdf 
19 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
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ーネットやコンピュータへのアクセスを含むパキスタンのITインフラの強化、データ保護や知的

財産権の強化、電子教育、電子商取引、電子健康、電子政府の導入、ガバナンスの改善に関する

取り組みを述べている。20 

また、パキスタン政府は2018年に「デジタルパキスタン政策」を打ち出し、「知識ベースの経済

を拡大し、社会経済成長を促進するためのデジタル化エコシステムを加速するための戦略的イネ

ーブラ」としての役割を果たすことをビジョンとしている。この政策では、以下の12の目標のほ

か、インフラ整備や法整備、デジタル化の対象となる主要な社会経済分野（e-Agriculture、e-Health

など）、各政策の取り組みを主導し促進するために割り当てられた省庁など、重要な構成要素が明

らかにされている。21 

1. 総体的なデジタル戦略： 

革新的なデジタルサービス、アプリケーション、コンテンツを迅速に提供するためのインフ

ラや制度的フレームワークを備えたデジタルエコシステムを構築する。 

2. 部門別デジタル化： 

教育、健康、農業など社会経済的に重要な分野でのテクノロジーの活用を促進する。 

3. E/M-コマース： 

ペイメントサービスプロバイダー（PSP）およびペイメントサービスオペレーター（PSO）が、

効果的な電子商取引プラットフォームを運営・確立できる環境を提供し、電子商取引を促進

することで、パキスタンにおける電子商取引活動を次のレベルに引き上げる。 

4. ITを活用した若者・女性・少女のエンパワーメント： 

SDGsに沿って不平等を是正し、きちんとした職を提供し、経済成長を促進するために、ソフ

トウェア・コーディングを含むコンピュータ・スキルの質の高いトレーニングを全国で提供

する。特に少女向けの具体的なICTプログラムを開始する。 

5. IT分野におけるイノベーション、起業家精神、インキュベーター／スタートアップの促進： 

急速に成長しているテクノロジーに精通した起業家精神旺盛な若者たちに、持続可能なイノ

ベーション、起業、雇用機会を創出する。 

6. ソフトウェア輸出、IT送金、国内市場の増加 

7. パキスタンのICTランキング： 

ビジネス環境、イノベーションの環境、インフラ、価格、スキルレベル、社会経済的影響を測

定する国際的な指標とベンチマークに基づいて、パキスタンのICTランキングを向上させる。 

8. デジタルインクルージョン： 

ITゾーンやソフトウェア・テクノロジー・パークを開発し、パキスタンのICTサービスを十分

に受けていない地域にテレセンターを設置し、一般の人々がICTサービスに容易にアクセス

できるようにする。 

 
20 https://www.pc.gov.pk/uploads/vision2025/Pakistan-Vision-2025.pdf 
21 http://moib.gov.pk/Downloads/Policy/DIGITAL_PAKISTAN_POLICY(22-05-2018).pdf 
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9. E-ガバナンス： 

電子政府を推進し、あらゆるレベルでITを活用することにより、パキスタンを良いガバナン

スの先駆者とする。 

10. 外国および国内投資の増大： 

パキスタンをIT/ITeS産業への魅力的な投資先とし、雇用創出と経済成長を促進する。 

11. 障がい者： 

障がい者（PWDs）のオンラインアクセスの障害を軽減する。ITアクセシビリティにおける

PWDsの飛躍的なエンパワーメントの提供を含む。 

12. 標準化： 

標準化活動の調整とサポート、再利用性の最大化、相乗効果の創出、費用対効果の実現 

2.1.2 関連する政府機関 

(1) パンジャブ州投資貿易庁22 

パンジャブ州IT政策201823 - この政策は、情報技術によって同州を知識ベースで経済的に

活気のある、民主的で包括的な社会に変革することを想定している。そのビジョンは、パン

ジャブ州が地域でトップの電子統治、IT対応、電子リテラシーを持つ州となり、グローバル

ITビジネスの優先対象地とみなされ、熟練したIT人材の主要供給地となることである。 

2.2 民間企業や関連団体での取り組み 

2.2.1 ICT市場の概要 

 

図-8 パキスタンのIT産業規模（百万米ドル）24 

 
パキスタンのIT産業全体の規模は約35億米ドル（数字は出典により異なる）で、2018年の同国

GDPの約1％を占めている25。パキスタンのTechnology Timesによると、この数字は2021年から2023

 
22 http://pbit.gop.pk/ 
23 https://policy.pitb.gov.pk/system/files/Punjab_IT_Policy_2018_05062018.pdf 
24 https://www.pasha.org.pk/knowledge-center/industry-stats/, https://invest.gov.pk/sites/default/files/inline-files/IT.pdf, 

https://www.technologytimes.pk/2020/03/05/pakistans-fast-growing-it-sector-double-us7-billion/, https://invest.gov.pk/it-
ites, https://www.pakistangulfeconomist.com/2019/10/14/booming-it-sector-can-be-the-top-export-industry-of-pakistan/amp/ 

25 IMF 世界経済見通しデータベース（2019 年 10 月 
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年にかけて倍以上の70億米ドルになると予想されている。さらに、「Pakistan Vision 2025」および

「Digital Policy of Pakistan 2018」に基づき、2025年までにこの分野を200億米ドルの産業に成長さ

せることが計画されている。 

市場の成長は、輸出と国内市場の両方の成長に支えられている。若年層の人口が増加し続ける

ことで、国内需要を促進するとともに、IT関連のアウトソーシングや輸出に対する海外からの需

要にも対応している。 

2.2.2 ICT市場のセグメント 

パキスタンのIT市場全体の内訳に関するデータは限られているが、パキスタンソフトウェアハ

ウス協会（Pakistan Software Houses Association for IT & ITES）のP@SHAによると、2018年時点で約

12億米ドルの収益が国内で発生しているとしている26。この数字と3.2節の輸出額を足しても、上

述の図-8のIT市場全体の規模の数字とは必ずしも一致しないのは、後で詳しく説明するように、公

式の輸出額はパキスタンから輸出されるIT財・サービスの実際の規模を必ずしも表していないか

らである。例えば、フリーランサーの収入は含まれておらず、中小企業の収入や、金融やヘルス

ケアなど他のカテゴリーで登録されたIT関連の輸出も過小評価される傾向にある。上記の理由に

より、国内の収益の正確な割合は依然として不確かだが、2014年に国立ICT研究開発基金である

Igniteが行った調査では、調査対象企業が生み出した収益の55%が国内市場からのものであり、45%

が国際市場からのものであることが明らかになった。27 

輸出収入の内訳については次項で説明するが、以下は、国のICT研究開発基金であるIgniteがIT

企業300社を対象に行った調査に基づく、2014年の国内収入のセグメント別内訳である。これは、

国内市場にサービスを提供している調査対象企業の54%が教育分野に対応していると回答してい

ることと一致しているが、調査対象となった企業数が限られている（300社、IT企業全体の約10%

以下）ことから、ある程度過大評価されている可能性がある。 

 

図-9 国内IT売上高の内訳（2014年）28 

 
26 https://www.pasha.org.pk/knowledge-center/industry-stats/ 
27 https://ignite.org.pk/wp-content/uploads/2018/11/IT-ITES-Industry-Survey-reports-Dec.pdf 
28 https://ignite.org.pk/wp-content/uploads/2018/11/IT-ITES-Industry-Survey-reports-Dec.pdf 
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2.2.3 ICT企業 

パキスタンのIT企業の数は、2007年の2,000社以下から2020年には4,000社以上と2倍以上に増加

している。この数字とは別に、国内には3,000以上のコールセンターがあると言われており、PSEB

に新規登録されるコールセンターは年間200社程度で29 IT企業全体では5,000社以上あるとの情報

もある。30 

 

図-10 IT企業数の推移31 

 
2014年のIgniteのIT企業調査によると、国内市場と海外市場の両方に対応している企業が44％、

国内市場のみに注力している企業が30％、海外市場のみに注力している企業が25％となっている。 

 

図-11 IT企業の活動市場別の内訳（2014年）32 

 
従業員規模では、やはりIgniteのIT企業調査によると、調査対象企業の約70％が従業員25人以下

で、パキスタンのIT企業の大半が中小規模であることがわかる。 

 
29 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
30 https://www.pakistangulfeconomist.com/2019/10/14/booming-it-sector-can-be-the-top-export-industry-of-pakistan/amp/ 
31 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
32 https://ignite.org.pk/wp-content/uploads/2018/11/IT-ITES-Industry-Survey-reports-Dec.pdf 
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図-12 従業員規模別のIT企業の内訳（2014年）33 
 
収入規模の観点から見ても、データは限られているものの、収入データのある企業のほとんど

が100万ドルから500万ドルの範囲に収まっており、パキスタンのIT企業のほとんどが中小規模に

分類されることが示唆される。 

 

図-13 IT企業の収益規模別内訳34 
 
最後に、ビジネスセグメントの観点から見ると、Dow Jones Factivaのデータベースに登録されて

いるIT企業の3分の1以上をソフトウェアが占めており、これにコンピュータサービスと電気通信

サービスが僅差で続いている。これは、IT関連の輸出の70％以上がコンピュータ関連サービスで

あるという事実とかなり一致する。 

 

図-14 IT企業のビジネスセグメント別内訳35 

 
33 https://ignite.org.pk/wp-content/uploads/2018/11/IT-ITES-Industry-Survey-reports-Dec.pdf 
34 Dow Jones Factiva 
35 Dow Jones Factiva 
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2.2.4 スタートアップ部門 

マッキンゼー・アンド・カンパニーが2019年4月に発表した報告書「Starting up: Unlocking 

Entrepreneurship in Pakistan」によると、パキスタンでは2010年以降、720のスタートアップ企業が

設立され、そのうち67%が現在も活動を続けており、100社が資金調達に成功している36。一方、

Crunchbaseに記録されているパキスタンを拠点とする企業は1,618社あり37、非技術系のスタート

アップも含まれている可能性はあるものの、実際にはもっと多くのスタートアップが存在してい

る可能性を示唆している。 

資金調達面では、2015年から2019年の間に、パキスタンを拠点とする82社のスタートアップが

調達した案件は計101件で、総額は1億6500万米ドル以上に上ると言われている。図-15に示すよう

に、総投資額は2015年に著しく高くなっているが、これはこの年にDaraz.pk（Eコマースプラット

フォーム）が3,300万米ドル、Zameen（オンライン不動産ポータル）が900万米ドル、Rozee.pk（オ

ンライン求人ポータル）が650万米ドルなど、複数の企業が多額の資金を調達したためである。38 

 

図-15 パキスタンにおける初期投資による年間の投資調達額（単位：百万米ドル）39 

 
Global Innovation Indexが発表したベンチャーキャピタル案件のランキングによると、パキスタ

ンは南アジア諸国の中ではまだ遅れており、インド（30位）とスリランカ（45位）を下回る72位

で、バングラデシュ（73位）を上回っているに過ぎない40。中東やアフリカのテクノロジーやスタ

ートアップを扱うオンラインメディア「MENAbytes」の創設者であるZubair Naeem Parachaは、「パ

キスタンはスタートアップの状況に関しては、中東や北アフリカに比べて数年遅れている。シリ

ーズA（資金調達）に成功したスタートアップ企業は、指で数えられるほどしかない」」と指摘し

ている。41 

パキスタンのエコシステムの課題やギャップとしては、インドなどの他の新興国と比較して、

新興企業の成長を促進するための十分な支援組織やプログラムがないこと、特に初期段階の新興

企業における資本の必要性と供給のギャップ、特に投資家にとって好ましくない政策や規制環境

などが挙げられる。42 

 
36 Crunchbase 企業データベース 
37 マッキンゼー・アンド・カンパニー「Starting up: Unlocking Entrepreneurship in Pakistan」 
38 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
39 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
40 https://www.globalinnovationindex.org/analysis-indicator 
41 https://gulfnews.com/world/asia/pakistan/pakistan-surveying-the-start-up-scene-1.1585042364687 
42 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
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しかし一方で、パキスタンのスタートアップエコシステムは徐々に成熟してきていると言われ

ており、以下に示す4つの分野、すなわち政府、人材、資金、インキュベーターに支援や成長要因

が見られるようになってきている。政府は、2017年にパキスタン初のPEファンドやVCファンドの

ライセンスを承認したり、初期段階のスタートアップを支援する政府主導のインキュベーターを

設置したりするなど、スタートアップシーンを支援する政策を積極的に実施している。学界では、

LUMS、NUST、IBA、FASTなどの民間の大学が起業家養成コースを開設しているほか、パキスタ

ンにおける国内外の投資家の存在感と投資額は、ここ数年で大幅に増加している。43 

以下の図-16に示すように、Crunchbaseによると、パキスタンのスタートアップ企業が活躍して

いる主な産業分野には、ソフトウェア、情報技術、インターネットサービス、セールス＆マーケ

ティング、コマース＆ショッピングなどがある。 

 

図-16 スタートアップが活躍している上位産業 

（Crunchbaseで言及された産業にタグ付けされた企業の割合） 

 
以下は、2015年から2019年の間に資金調達を行った計82社のスタートアップのセクター別内訳

である。これは資金調達額ベースの内訳ではないが、電子商取引セクターへの関心と期待の高さ

を示しており、これはパキスタンの電子商取引市場規模が16-17年度の518億PKR（3億1000万米ド

ル）から17-18年度の993億PKR（5億9000万米ドル）へと、92％という著しい前年比成長率で成長

していることと一致している。44 

 
43 https://www.mckinsey.com/~/media/mckinsey/featured%20insights/middle%20east%20and%20africa/pakistans%20 

start%20up%20landscape%20three%20ways%20to%20energize%20entrepreneurship/starting-up-unlocking-
entrepreneurship-in-pakistan.ashx 

44 http://www.kcci.com.pk/research/wp-content/uploads/2019/09/E-commerce-A-Solution-to-Pakistans-Economic-Woes.pdf 
（注：計算に使用した為替レートは 1PKR=0.0060USD） 
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図-17 2015～2019年に資金調達を行ったスタートアップのセクター別内訳45 

 
投資ステージの観点から見ると、以下の図-18に示すように、2015年から2019年の間に発生した

案件のうち、シードステージの投資が最大の割合を占めている。その他の主要なステージにはプ

レシードとシリーズAがあるが、これはパキスタンのスタートアップエコシステムの現在の初期

状態と、初期段階の資本を求めるスタートアップの数を反映している。 

 

図-18 資金調達／投資案件の段階別内訳（2015-2019年）46 

 
投資家別に見ると、2018年と2019年にスタートアップ企業が調達した資金のうち、地元のエン

ジェル投資家、シンジケート、ファミリーオフィス、地元のVCファンドなどを含む地元の投資家

が合わせて60％以上を占めている。エンジェル投資家やVCなどを含む海外の投資家は、合わせて

も25％強に過ぎない。 

 
45 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
46 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
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図-19 2018年と2019年にスタートアップ企業が調達した資金の種類47 

 
2.2.5 ICT分野における国際協力 

パキスタンは、ICT分野で外国と数多くの二国間パートナーシップを結んでおり、特にここ数年

は中国との協力関係を積極的に築いている。2014年12月には、パキスタンソフトウェア輸出庁

（PSEB）、IT企業のCEO、COMSATS情報技術研究所（CIIT）からなるIT代表団が中国を訪問し、

両国のIT分野における二国間協力と貿易を促進した。これにより、パキスタンと中国のIT企業の

間で15件のMOUが締結され、パキスタンのIT製品・サービスの中国への輸出拡大の基盤となった

48。続いて2017年には、パキスタン貿易開発庁と中国の電子商取引大手アリババ、およびその関連

会社アント・フィナンシャルとの間で、パキスタンの中小企業からの輸出の成長を促進すること

を目的とした大規模なパートナーシップが締結され、同時にパキスタンの中小企業にアリババの

プラットフォームや電子商取引を利用してもらうための研修が提供された49。また、ICT分野での

中国企業との大規模な提携の例としては、ファーウェイと締結したMOUがあり、ファーウェイは

大規模投資と国内でのクラウドデータセンターの設立を約束している50。直近の2020年4月には、

パキスタンの情報技術・電気通信省（MoIT）が中国との間で、ICTインフラ整備、アプリケーショ

ンイノベーション、人材育成、サイバーセキュリティ、電波規制、テクノロジービジネスフォー

ラムなどの協力に関する覚書を締結することが発表された。51 

ICT分野におけるその他の主要な二国間パートナーシップには、2019年にマレーシアと通信分野

で締結したMOU52や、2020年2月にトルコと電子商取引分野での協力を含む一連のMOUがある53。

また、米国国際開発庁（USAID）は、その傘下のSMEA（Small and Medium Enterprise Activity）が

運営するチャレンジファンドを通じて、パキスタンの中小企業が直面している課題に対するイノ

ベーション・ソリューションの創出と普及を強力に支援しており、特にICT分野でパキスタンの中

小企業を支援している。54 

 
47 Invest2Innovate "Pakistan Startup Ecosystem Report 2019" 
48 https://propakistani.pk/2014/12/20/pakistani-delegation-signs-mous-chinese-companies/ 
49 https://www.alizila.com/pakistan-partners-alibaba-e-commerce-growth/ 
50 https://www.datacenterdynamics.com/en/news/huawei-signs-mou-pakistan-cloud-data-center/ 
51 https://profit.pakistantoday.com.pk/2020/04/04/moit-to-sign-mou-with-china-for-cooperation-in-ict-field/ 
52 https://www.opengovasia.com/malaysia-and-pakistan-sign-telecom-mou/ 
53 https://www.aa.com.tr/en/turkey/turkey-pakistan-sign-a-string-of-mous/1734323 
54 https://pk.usembassy.gov/u-s-governments-initiatives-to-augment-pakistans-ict-sector-highlighted-at-momentum-

conference-2019/ 
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日本との関係では、パキスタンは2019年12月に「特定技能労働者」の輸出に関するMOC（協力

覚書）を締結しており、14の特定分野の中には電子・情報産業も含まれている。このMOCは、日

本がバングラデシュ、スリランカ、ネパール、フィリピン、タイ、インドネシア、カンボジア、ベ

トナムなどの国と締結しているMOCと同様のもので、ICT分野を含むパキスタンの熟練労働者が

日本での雇用機会を得る道を開くものである55。また、パキスタン大統領は、2019年10月初めに行

われた成仁天皇の即位式に出席するための訪日の際に、AI（人工知能）の分野におけるパキスタ

ンと日本の協力関係の強化を強調し、日本のソフトウェア企業にパキスタンへの投資を呼びかけ

ている。56 

2.2.6 関連する非政府組織 

先進的なICT分野を推進するために、以下の関連する非政府組織がある。 

(1) パキスタンソフトウェアハウス協会（P@SHA）57 

P@SHAは、1992年に複数のソフトウェアハウスによって設立された、パキスタン最大のIT

産業の機能的業界団体である。会員企業は350社を超え、パキスタンのソフトウェアおよびサ

ービス産業の振興と発展、会員の権利保護を主な活動目的としている。また、より多くの企

業が業界に参入できるような政策や環境づくりを政府に働きかけている。 

先進的なICT産業の振興という点では、毎年「P@SHA AWARD」を実施し、これまで最先

端の重要なICTを採用した優れたスタートアップ企業を表彰している。 

2.3 ICT分野の輸出状況 

2.3.1 実績 

パキスタンは南アジアにおいて、インドに次ぐ第2位のICTサービス輸出国であり、10億米ドル

以上の輸出額を誇っている58。下の図-20に示すように、IT関連の輸出は2013年から2018年の間に

年率6.0%で成長しており、輸出総額の伸びを上回っているため、すべての財・サービスの輸出の

中でシェアを伸ばしている。 

 
55 https://www.pk.emb-japan.go.jp/itpr_ja/00_000505.html 
56 https://www.app.com.pk/national/national/president-stresses-upon-pak-japan-cooperation-in-artificial-intelligence-field/ 
57 https://www.pasha.org.pk/ 
58 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
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図-20 パキスタンのIT関連の総輸出額（百万米ドル）と総輸出額に占める割合59 

 

金融、自動車、健康など、他のさまざまな分野にも輸出収入が反映されている可能性があるた

め、IT分野の実際の価値は、中央銀行が発表した上記の数字の3倍にもなると言われている。また、

輸出額に組み込まれていない多額の海外送金を行うフリーランサーの存在も考慮しなければなら

ない60。パキスタンは、2017年のOnline Labor Indexでは、インド、バングラデシュ、米国に次いで

世界で4番目にフリーランスが多い国としてランクされており61、また、2019年第2四半期のGlobal 

Freelancing Indexでは、フリーランスの年間収益の伸び率で米国、英国、ブラジルに次いで4番目に

ランクされている62。業界の専門家は、公式統計では把握されていない約15億米ドル相当の輸出、

中小企業による10億米ドル、フリーランサーによる50万米ドルの合計であると考えている63。これ

らの推計が事実であることが証明されれば、輸出総額に占めるIT関連の輸出の割合は、潜在的に8

～9％にもなる可能性がある。 

また、ここには含まれていないが、IT製品の輸出は規模、成長ともに限られており、2017年の

輸出額は4,500万米ドルで、2010年からの年平均成長率は0.8％にとどまっている。64 

2.3.2 セグメント別内訳 

ITサービスの輸出に注目すると、過去5年間でパキスタンのICT輸出の中で情報サービスがシェ

アを拡大し、コンピュータサービスに代わってトップとなり、現在ではICT関連輸出全体の70％以

上を占めている。 

 
59 パキスタン国立銀行（注：年は、その年の 7 月から翌年の 6 月までの会計年度） 
60 https://gvcc.duke.edu/wp-content/uploads/PakistanOffshoreServicesGVC.pdf 
61 https://propakistani.pk/2018/08/06/pakistans-it-exports-make-history-by-crossing-1-billion-mark/ 
62 https://pubs.payoneer.com/images/q2_global_freelancing_index.pdf 
63 https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/894921591073694322/digital-

pakistan-economic-policy-for-export-competitiveness-a-business-and-trade-assessment 
64 World Development Indicators 

FY2013-
14

FY2014-
15

FY2015-
16

FY2016-
17

FY2017-
18

FY2018-
19

Total IT-related exports 817 830 789 939 1,066 1,092
% of total X 2.7% 2.8% 2.9% 3.4% 3.5% 3.7%

0%

1%

2%

3%

4%

0

200

400

600

800

1,000

1,200



南アジア・中央アジア地域 先端ICT技術を用いたソリューションビジネス振興のための情報収集・確認調査 

23 

 

図-21 ICT輸出のセグメント別内訳（単位：百万米ドル）65 

 

 

図-22 ICT輸出のセグメント別内訳（%） 

 
パキスタンのICT輸出の半分以上は米国向けで、次いでUAE向けが8.6%、英国向けが7.5%とな

っている。ベントレー、IBM、Mentor Graphics、S&P Global Market、Symantec、Teradata、VMware

などの米国の大企業がパキスタンにコンサルティング・サービス・センター、研究開発施設、BPO

サポート・サービスを設置していることに代表されるように、IT-BPO産業全体が米国の顧客との

強いビジネス関係の上に成り立っていると言われている。66 

 

図-23 ICT輸出の仕向地別内訳（2018-19年度） 

 
65 パキスタン国立銀行 （注： 年は、その年の 7 月から翌年の 6 月までの会計年度。IT 商品の輸出を除く) 
66 https://www.phclondon.org/Tourism/Diplomat_mag_report_on_pakistan_april_2020.pdf 
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2.3.3 ICT部門のコアコンピタンス 

市場規模、スタートアップ企業の数、専用の政策や教育プログラムなどの基準に基づき、パキス

タンのICT分野が強みを持ち、さらに日本企業にとってパートナーやコラボレーションの対象とな

りうる魅力的な分野を以下の4つに分類した。最初の2つの分野（AIとBPO）は、どちらかというと

既に強みのある分野であるが、残りの2つの分野（保険と物流・サプライチェーン）は、これからデ

ジタル技術を使って課題に取り組もうとしている企業が存在する未整備な分野であり、それぞれの

分野でデジタル化に取り組んでいる日本企業にとっては、興味深いアプローチとなる可能性がある。 

(1) AI（人工知能）について 

パキスタンは「デジタルパキスタン政策」の中でAIを重点分野の一つとしており、2018年

3月に「国立人工知能センター」を設立したことに代表されるように、AI領域の研究開発を促

進するための複数の取り組みを開始している。さらに2018年4月には、パキスタン政府が11億

PKR（約660万米ドル）を投じて、人工知能に関する3年間のプロジェクトを開始する計画を

発表した。このプロジェクトの下、高等教育委員会（HEC）は、全国に9つのAIに特化したラ

ボの設立を指揮している。NUST（国立科学技術大学）にインテリジェントロボットとディー

プラーニングに関するラボが2つ、カラチのNED UET（Nadirshaw Eduljee Dinshaw University 

of Engineering and Technology）にスマートシティとニューロコンピューティングに関するラ

ボが2つ、また、CIIT（COMSATS Institute of Information Technology）では医用画像と診断、

UET（University of Engineering and Technology）ラホール校ではインテリジェント犯罪学、パ

ンジャブ大学では計算モデルの研究を行っている。また、パキスタンの大統領は、2018年11

月に「President's Initiative on Artificial Intelligence and Computing（PIAIC）」というイニシアテ

ィブを立ち上げ、ブロックチェーン、クラウドネイティブ、人工知能に関する学習やビジネ

ス開発の機会を提供している。67 

AIは、パキスタンが日本との提携に強い関心と意欲を示している分野でもあり、2019年10

月に日本を訪問したパキスタン大統領のアリフ・アルヴィ博士は、AI分野でのパキスタンと

日本の協力関係の強化を強調した。大統領は、開始されたばかりのAIトレーニングシステム

構想が、2年以内に約10万人のAI専門家を輩出することを目標としていると述べ、日本のソフ

トウェア企業にパキスタンへの投資を呼びかけた。68 

(2) ITO (Information Technology Outsourcing)とBPO (Business Process Outsourcing) 

パキスタンは、若くて豊富な英語を話す労働力を有していることや、在米のパキスタン系

アメリカ人との強力なビジネス連携を背景に、数十年にわたってビジネス・アウトソーシン

グの分野で活躍している。2017年のパキスタンからのオフショアサービス輸出額は6億5,500

万米ドルで、その大部分（87％、5億7,200万米ドル）はITOセグメントによるもので、BPOセ

 
67 https://nation.com.pk/31-Mar-2020/pakistan-needs-artificial-intelligence-to-beat-covid-19 
68 https://www.brecorder.com/2019/10/21/533275/president-stresses-upon-pak-japan-cooperation-in-artificial-intelligence-

field/ 
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グメントは13％（8,300万米ドル）を占めていた。同年のオフショアサービス輸出は、合計で

同国のGDPの0.2％、同国の輸出総額の2.4％を占めた。69 

ITO分野の輸出のうち、約90％がソフトウェアサービス（企業資源計画、アプリケーション

開発、アプリケーション統合、デスクトップ管理など）で、BPO分野では売上の90％がコン

タクト／コールセンター分野であると言われている。収益のほとんどはローエンドのサービ

スに集中しているが、パキスタンからは高付加価値のサービスも輸出されている。これは主

に、市場で10年以上の経験を持ち、米国との強いビジネス関係を持つ大企業によるものであ

る。このようなハイエンドの輸出には、先進国の知識集約型セクター向けの複雑なIT-BPOや

KPO（Knowledge Process Outsourcing）ソリューションが含まれ、BFSI（銀行・金融サービス・

保険）業界向けの資産金融・リースソフトウェアから、ヘルスケア業界向けの医療転写や人

工知能プラットフォーム、石油の探査・採掘のための地球科学管理ソリューションまで、さ

まざまなものがある。70 

(3) 保険 

パキスタンは、保険の普及率（企業が徴収した保険料が国内のGDPに占める割合）が約1％

と、インド、イラン、UAE、サウジアラビアなどの国よりも低いと言われている。個人向け

保険商品は、損害保険料の約40～45％を占めているが、パキスタンでのシェアは10～12％に

過ぎず、特に個人向け自動車保険、個人向け健康保険、個人向け事故保険、住宅保険、旅行

保険商品には大きな成長の可能性があることを示している。71 

このような大きな成長の可能性を背景に、パキスタンの大手保険会社は、デジタル商品や

ソリューションの提供を開始し、ユーザーの保険商品に対する理解を深め、保険会社が従来

の保険販売方法とは異なるシームレスな顧客体験を提供することを可能にしている。保険の

普及率が低く、保険という概念に対する理解が進んでいない現状を考えると、各社のアプロ

ーチは特に革新的であると言える。パキスタンでマイクロ保険を展開するBIMAの副CEOが

述べた「当社の加入者の75％は保険に加入したことがない。保険とは何か、なぜ保険が必要

なのかを伝える必要がある。」というコメントがそのことをよく表している。72 

詳細な例は5.3節で後述するが、パキスタン企業が開発した革新的で顧客フレンドリーなソ

リューションには、タカフル（個人が資金を出し合って損失や損害を保証するイスラム保険

の一種）領域のオンライン／デジタル個人保険商品や、エンドツーエンドの個人保険ソリュ

ーションを可能にするモバイルアプリなどがある。 

 
69 https://gvcc.duke.edu/wp-content/uploads/PakistanOffshoreServicesGVC.pdf 
70 https://gvcc.duke.edu/wp-content/uploads/PakistanOffshoreServicesGVC.pdf 
71 https://www.pakistangulfeconomist.com/2019/12/16/ongoing-trends-and-review-of-insurance-sector-and-future-

recommendations/amp/ 
72 https://www.pakistangulfeconomist.com/2019/04/15/insurtech-in-pakistan-trends-products-and-significance-to-

penetrating-a-developing-market/amp/ 
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(4) 物流・サプライチェーン 

物流もまた、パキスタンが多くの課題に直面している分野であり、多くの企業や新興企業

が革新的なアプローチでその課題に取り組んでいる。パキスタンでは、配達された荷物の40％

が最終目的地に到着していないと言われている。最も一般的な理由の一つは、客が配達され

たことに気づかず、自宅にいなかったり、代金を支払って荷物を受け取ることができなかっ

たりすることである。このような配送の不成功は、Eコマースの小売業者や配送業者にとって

高いコストとなる73。政府はこのような問題を認識しており、2019年10月に発表されたパキ

スタンのe-Commerce Policyに見られるように、この分野のデジタル化に意欲を示しており、

政策成果として以下の3つの分野を掲げている。74 

1. 物流の自動化は、E-コマースのプラットフォームで採用される。そのためには、3PL（サ

ードパーティロジスティクス）企業がシステムを導入し、オンライン小売業者やマーケ

ットプレイスにプラグインを提供する必要がある。 

2. e-ビジネスを補完するために、物流インフラの特定が行われる。 

3. 通信省は「国家物流政策」を策定中であり、その中には物流会社による販売者へのタイ

ムリーな支払いなど、e-コマースの促進に関する章が含まれる予定である。 

後ほど詳しく説明するが、物流やサプライチェーンの領域では、複数の専門的なスタートアッ

プや企業がこれらの課題に取り組んでいるほか、大手物流企業もこれらの課題に取り組んでいる。

その中には、初のデジタルエンドツーエンド物流プロバイダーを自称するTPL Logistics社も含ま

れている。75 

2.4 日本への輸出状況 

2.4.1 実績 

パキスタンの対日輸出状況は全体としては堅調に推移しているが、IT関連の輸出が占める割合

はまだ非常に小さい（IT分野の対日輸出額の具体的な統計はない）。下の図は、参考のためにパキ

スタンから日本への総輸出額を示している。 

 

図-24 パキスタンから日本への総輸出額（米ドル）76 

 
73 https://pakobserver.net/tpl-logistics-launches-pakistans-first-live-order-tracking/ 
74 http://www.commerce.gov.pk/wp-content/uploads/2019/11/e-Commerce_Policy_of_Pakistan_Print.pdf 
75 https://pakobserver.net/tpl-logistics-launches-pakistans-first-live-order-tracking/ 
76 https://www.tradeeconomics.com/trade-insights/trade-performance-dashboards/ 
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2.4.2 輸出促進に関する課題 

世界銀行が発表した「Doing Business Report of 2019」によると、パキスタンは調査対象となった

190カ国の中で136位であった。特に、ビジネスの開始、建設許可への対応、電気の供給、税金の

支払い、国境を越えた取引、契約の履行において弱点が見られ、それぞれの分野で100カ国以上の

国から後れを取った。 

 

図-25 ビジネスのやりやすさ - パキスタン（2019年）77 

 
特にIT業界では税制上の問題が指摘されており、またサービス業の場合は各州の税制が統一さ

れていないため、義務やコンプライアンスの面で大きな負担となっている。世界銀行の調査によ

ると、税務当局とのやりとりは民間企業にとって最も困難な分野の一つであり、時間的にも財政

的にもコストのかかる作業であると指摘されている。78 

セキュリティについても、特に外国人投資家からよく取り上げられる話題である。2018年、テ

ロを主な理由として、米国国務省はパキスタンを諮問レベル3の「渡航を再考すべき」にランク付

けした。これにより、パキスタンにとって最大のITサービス輸入国である多くの米国企業は、パ

キスタンを高リスクの国と認識しており、業界関係者は、米国のバイヤーや投資家がパキスタン

への渡航を断念することが多く、現地企業との潜在的なビジネスやパートナーシップに支障をき

たしていると述べている。また、世界銀行が発表した「政治的安定性と暴力・テロの不在指数」

では、パキスタンは全126カ国中125位にランクされている。79 

上記のような複数の障壁や問題がある中で、パキスタン政府はビジネス環境を改善するために

様々な取り組みを導入してきた。例えば、カラチとラホールで開始されたオンライン・ワンスト

ップ登録は、法人設立のためのいくつかの書類を簡単な申請書に置き換え、レジストリ間の情報

共有を可能にし、ビジネスの設立を容易にした。他にも、ラホールでは不動産登記の行政手続き

 
77 https://www.doingbusiness.org/content/dam/doingBusiness/media/Annual-Reports/English/DB2019-report_web-version.pdf 
78 http://documents.worldbank.org/curated/en/894921591073694322/Digital-Pakistan-Economic-Policy-for-Export-

Competitiveness-A-Business-and-Trade-Assessment 
79 https://gvcc.duke.edu/wp-content/uploads/PakistanOffshoreServicesGVC.pdf 
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が合理化・自動化され、カラチとラホールでは破産手続き中の債務者の事業継続のための再編成

手続きや改善策が導入された。80 

2.4.3 日本企業の課題 

上記の課題の多くは日本企業にも共通するものだが、2018年8月に日本企業50社の協力を得て実

施した調査によると、パキスタンへの投資に関して最も大きな障害と感じているのは「治安」で、

次いで「政情不安」（2位）、「政治的矛盾」（5位）となっている。外務省の渡航制限による出張の難

しさや、ここ数年で治安が大幅に改善されているにもかかわらず、パキスタンを「危険な国」と

する偏見が蔓延していることなどが挙げられている。 

その他の主な懸念事項としては、貧弱なインフラと税金が挙げられる。税制面での課題として

は、輸入関税の突然の引き上げ、還付金の未払い、輸入関税の高さなどが指摘されている。 

 

図-26 投資の決定要因（2018年8月、日本企業50社へのアンケートに基づく）81 

 
3 日本の産業界における高度なITソリューションサービスのニーズ 

3.1 ニーズのある日本の主要産業 

日本には、先進的なICTソリューションのニーズを持つ産業が数多く存在すると考えられる。調

査団は、これらの潜在的なニーズを把握するために、対象国の先進的なICTソリューション企業と

のビジネスマッチングの可能性があると思われる日本の20業種91団体をピックアップした（リス

トは付録3を参照）。そして、これらの業界団体に対して、本調査の内容や対象国のICT産業の強み

や特徴を伝え、団体の会員企業への情報提供や対象国のICT企業を紹介するウェビナーへの参加を

依頼した（ウェビナーの詳細は5.3参照）。 

 
80 https://www.doingbusiness.org/content/dam/doingBusiness/media/Annual-Reports/English/DB2019-report_web-

version.pdf 
81 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H30FY/000013.pdf 
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しかし、これらの業界団体からは、これまでほとんど意義のある回答がなかった。91の業界団

体のうち、30の業界団体から「連絡を受け付けた」との回答があったが、実際に「会員企業に配

布した」と明確に回答したのは2団体のみであった。その後もこれらの業界団体やその会員とのビ

ジネスマッチングについては、目立った進展はない。しかし、対象国のICT企業を紹介するウェビ

ナー（詳細は5.3参照）や、協業試行パイロット事業（詳細は5.5参照）に参加する企業は出てきて

いる。 

3.2 海外のIT企業との連携についての現状・課題・ニーズ 

このような状況を踏まえ、調査団は、先進的なICTソリューションのニーズがあると思われる産

業として、「医療機器」「スマート農業」「製造業」をピックアップし、これらの産業の個別企業に

直接コンタクトを取り、海外のIT企業との連携についての現状や課題、ニーズなどの情報を得る

ことを試みた。 

3.2.1 医療機器 

本調査の業務計画書では、対象3カ国のICT産業との連携の可能性がある、日本の健康・医療関

連産業の重点分野として、1）医療機器、2）生化学分析、3）医薬品開発を提案した。また、近年

の健康・医療分野では、4）ビッグデータを活用した「ヘルステック」が大きく発展しており、5）

COVID-19のパンデミックの中で重要性を増している遠隔医療を含む高度な「医療ICTシステム」

も成長産業と位置づけられている。そこで、前述の3分野にこの2分野を加えた。 

5分野のうち、コンタクトに応じた日本企業では「医療機器」1社、「生化学分析」1社、「ヘルス

テック」1社、「医療ICTシステム」2社、「電子機器」1社にインタビューを行った。 

医薬品開発の中でも、特に高度なICT技術を必要とするのは「創薬」である。製薬メーカーにと

って「創薬」は最も重要な技術分野であるため、高度な薬理物質スクリーニング、化学修飾、各

種シミュレーション技術などの関連技術は、製薬メーカーの保護技術とされている場合がほとん

どである。とはいえ、製薬メーカーは創薬関連の特殊な技術を持つ企業を買収などで取り込むこ

ともあるため、業界団体を通じて製薬メーカーにアプローチした。 

下の表は、実際にインタビュー調査を行った日本企業6社のインタビュー内容をまとめたもので

ある。なお、企業名はプライバシーに配慮して表示していない。 

表-3 医療分野のインタビュー実施企業一覧 

企業 業界・業種 高度な ICT ソリューションへのニーズ 
A 医療機器 会社自体は、現時点では高度な技術開発を必要としていない（自社

で開発できるレベルを想定している）。しかし、将来的に高い ICT
技術を持つ海外企業との協業の可能性は排除しておらず、今回のイ
ベントに参加する意向を示した。 

B 生化学分析 自社開発の生化学分析装置を用いて、ヘルステックデータビジネス
を中心にアプローチしてきたが、COVID-19 パンデミックの影響で
中断していた。現在では、その専門性を活かし、ELISA やイムノク
ロマトを用いた SARS-Cov-2 抗体検出法や抗原検出法を多数開発
し、発表しているという。このような状況下で組織を再編した同社
は、システム開発などのアウトソーシングの可能性についても言及
していた。 
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企業 業界・業種 高度な ICT ソリューションへのニーズ 
C ヘルステック 現在、CIO からは海外企業とのコラボレーションによる製品開発の

ニーズは出ていないという。一方で、アメリカのシリコンバレーに
拠点を置く企業とのマッチングに特化した事業を立ち上げたり、日
本のスタートアップ企業のメンターを務めたりするなど、起業家コ
ミュニティにおけるインフルエンサーとしての役割も担っている。 

D 医療 ICT システム 社長は、海外の企業が高い技術力を持つ ICT 企業であれば、海外企
業とのコラボレーションの可能性も考えられることを示した。アイ
デアはあるので、実用的な製品開発のプランができたら、調査団に
相談してみたいとのこと。 

E 医療 ICT システム ある病院との AI による口腔がんバイオマーカー検出の共同研究に
参加し、バイオマーカーが特定された後の検出装置の開発を行って
いるが、海外企業との直接的な連携を急ぐ必要性は今のところない。 

F 電子機器 精密機械・機器の製造・販売を行う大手企業。また、医療用製品や
ソリューションビジネスにも取り組んでいる。AI などを活用した
医用画像関連のソリューションに関する DX を強化したい。 

 
インタビューを受けた企業は、すべて調査団からのコンタクトに応じた企業ではあるが、特に

海外の企業との連携を想定していた企業というわけではない。その結果として、現時点で対象3カ

国のICT企業との将来的な連携に興味を示した企業は、6社中1社のみであった。その他の企業は、

対象3カ国に高いICT技術を持つ企業があることを知らないとし、特に2社からはソーシャルメディ

アなどで関連情報を配信してほしいとの要望があった。このような連携により、本調査の目的の

一つである対象3カ国における日本企業の認知度向上に、一定の効果が期待できると考えられる。 

上記の個別コンタクトとは別に、2020年9月8日と23日に開催されたアルメニア・スリランカ・

パキスタンのICT企業を対象としたMorning Pitchセミナーに参加した日本企業193社のリストの中

に、健康・医療関連企業が8社あった（詳細は5.2参照）。内訳は、個別面談による指導を受けた企

業が2社（1社は医療機器・医療ICT、もう1社は医療ICT）、製薬メーカーが2社、自社開発も行って

いる医薬品・医療機器商社が1社、医療経営コンサルティング・薬局経営企業が1社であった。こ

れらの企業はその後も継続的に本調査のイベントに招待し、フォローアップ活動（インタビュー

等）を行い、対象3カ国のICT企業とのマッチングの実現を図った。 

3.2.2 スマート農業 

スマート農業の技術分野では、農業機械メーカー5社（農業機械3社、ポストハーベスト機械2社）、

農業関連企業9社（食品会社、園芸会社、ソフトウェア会社など）、農業関連団体5団体（全国農業

協同組合連合会を含む）にコンタクトを取った。また、スマート農業につながるものとして、ド

ローン関連企業にも接触した（詳細は3.2.4参照）。その結果、以下の企業からの返答がありインタ

ビューを実施することができた。 

表-4 スマート農業分野のインタビュー実施企業一覧 

会社概要 業界・業種 高度な ICT ソリューションへのニーズ 
G 農業機械 現在、いくつかの農業機械の開発プロジェクトが進行中である。現

在の課題は、収穫ロボットや田植え機の開発におけるコスト削減と
予算不足。農林水産省のスマート農業補助金の申請を予定してお
り、採択されればコストダウンのために海外の企業と協力したいと
考えている。また、ドローンによる測量や農薬散布などで海外に進
出したいという思いもあり、今回の調査の PoC スキームに興味を
持ってくれたようである。 
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会社概要 業界・業種 高度な ICT ソリューションへのニーズ 
H スマート農業 現在、ネパールとミャンマーの IT 人材を日本で育成している。（立

命館アジア太平洋大学との共同研究）。昨年ラトビアを訪問した彼
らは、現地で進んでいる林業 IT ソリューションなど、日本にはま
だない技術を開発できる可能性があると考えている。 

 
また、2020年9月に開催されたピッチイベントには、大手農機具メーカー1社と農業関連団体1社

が参加。また、日本の大手自動車メーカー1社と日本の自動車金融会社1社が参加した。 

3.2.3 製造 

センシングや自律走行などの分野でのビジネス協業の可能性を求めて、合計7社の自動車メーカ

ーや自動車部品メーカーにコンタクトを取った。しかし、これらの先進的なICT分野は、ほとんど

が自社内で開発されているか、日本や米国のハイテクICT企業との協業によって開発されているた

め、ターゲット3カ国のICT企業との協業の必要性はすぐにはないとの回答を得た。この他にも、

いくつかの製造業の企業に連絡を取り、これまでに以下の4社にインタビューを行った。このうち

バイオメトリクス装置を開発するJ社は、実際に複数の対象国企業とのマッチングを試みたが、そ

の内容がJ社の持つ製品を組み込んだシステムの共同開発と販売であったために、協業に関心を示

す対象国側企業は見つからなかった。 

表-5 製造業分野のインタビュー実施企業一覧 

会社概要 業界・業種 高度な ICT ソリューションへのニーズ 
I 製茶機械 製茶用の機械を開発・販売している同社では、AI 画像認識などの

高度な ICT による機械のアップグレードを行うかどうかを検討し
ている。しかし、すぐに必要なものはまだない。英語でのコミュニ
ケーションが一番の問題である。 

J バイオメトリクス
装置 

同社は、静脈認証装置を開発・販売しており、同社の生体認証装置
を利用したセキュリティシステムを共同開発するパートナーを海
外で求めている。 

 
当初の想定では、製造業の中小企業も、インダストリー4.0の世界的な潮流に沿って、製造プロ

セスやカイゼン活動をデジタル化するための高度なICTソリューションのニーズがあるのではな

いかと考えていた。しかし、中小製造業の代表者や中小企業コンサルタントへの数回のインタビ

ューを通じて、ほとんどの中小企業は、現在の典型的なニーズは一般的なオフィスのデジタル化

であり、高度なICTソリューションのニーズではないというDXの初期段階にあることがわかった。

中小企業にとってのもう一つの重大な障壁は、言語の壁である。典型的な中小企業では英語に堪

能な人材が非常に限られているためである。 

しかし、先進的なデジタル化に積極的な中小企業や、海外企業との協業に積極的な中小企業も

あるはずである。そのような中小企業を探すために、調査団はまず中小製造業の多い東京南部を

担当する東京都中小企業診断士協会城南支部に協力を依頼した。しかし同支部からの回答は、協

会が担当する中小企業には中小のICT企業も多く、対象国のICT企業との競合が生じるため企業の

紹介はできないというものであった。しかしながら、調査団は協会の会員向けのセミナーで対象

国のICT産業を紹介する機会を得ることはできた。 
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また、調査団は海外との連携や輸出を希望する日本の中小企業のためのWebビジネスマッチン

グポータルである「J-GoodTech82」を運営する（独）中小企業基盤整備機構（中小機構）83にも協

力を依頼した。中小機構からの回答は、対象国のICTソリューションプロバイダーと協業する優良

な中小企業を見つけるには、いくつかの方法があるというものであった。第一の方法は、ICTソリ

ューションプロバイダーがJ-GoodTechマッチング・ポータルを利用することであるが、対象国政

府からの推薦状を得る必要がある。第二に、海外のパートナーと関係を持ちたいと考えている企

業（IT企業に限らない）を知っている中小機構の専門家に、海外ビジネスマッチングを依頼する

方法がある。第三の可能性は、情報システムを開発したい企業を知っている中小機構の国内ITサ

ポートの専門家に尋ねることであるが、これは実現できなかった。その後の中小機構の専門家と

の協議の結果、対象国のICT企業との協業を希望するような日本の中小企業を見つけることは、英

語能力の問題から難しいであろうということが判明した。 

3.2.4 ドローン 

農業や製造業の業界にコンタクトする過程で、ドローン産業もまた、特にFPGAやASICなどの

半導体設計のための高度なICTソリューションに対する特定のニーズを持っていることが判明し

たことから、この産業についてさらに調査を行い、23社のドローン関連企業に接触した。そのう

ち6社はドローン関連事業を行っている企業、11社は農業など特定の産業向けにドローンのハード

ウェアをカスタマイズして提供している企業、6社はドローンのハードウェア／ソフトウェアを設

計・開発しているスタートアップ企業である。 

その結果、23社のうち7社が調査に関心を示し、そのうち下表に示す2社が調査団のインタビュ

ーに応じた。 

表-6 ドローン分野のインタビュー実施企業一覧 

会社概要 業界・業種 高度な ICT ソリューションへのニーズ 
K ドローンソフト 主にドローンによる空間認識や AI 等の開発をしている。大阪府や神

戸市などの行政にドローンの活用を提案している。具体的には、ドロ
ーンを使って神戸市の埋立地の状態を温度センサーで管理するデモ
を検討しており、新たなソフトウェアの開発に興味を持っている。す
ぐに協業という考えはないが、ドローン業界はチャイナ・プラス・ワ
ンで第三の国との連携を模索している。 

L ドローンを使っ
た農業・土木 

農業用ドローン（測量、土木、3D）の開発に取り組んでいる。特に、
半導体設計データの可視化に興味を持っている。リアルタイムで 3D
化できるものがあればと思い、協力者を探している。今回の調査を聞
いて、委託で協業するのではなく、ライセンスやロイヤリティビジネ
スで相手の技術を日本でうまく活用している企業を知りたいと思っ
たそうである。Fintech 部門もあるので、有益な情報があれば社内で
共有したいとのこと。PoC にも興味がある。が、だいたい数千万円な
ので、小さすぎるかな？ 

 

 
82 https://jgoodtech.jp/pub/en/ 
83 https://www.smrj.go.jp/english/index.html 
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4 パキスタンの先進的なITソリューション企業と日本の産業界とのビジネスマッ

チングに関する分析と仮説 

4.1 マッチング可能性の分析 

2.3.3で述べたパキスタンのICT産業のコアコンピタンス、第3章で述べた日本の産業におけるニ

ーズの結果、2.4で述べた日本のICT市場へのアプローチのための過去の取り組みを基に、マッチ

ングの可能性を分析し、下表のマトリックスにまとめた。 

表-7 マッチング可能性マトリックス 

（パキスタンのICT産業のコアコンピタンスと日本産業のニーズとの比較）  

コアコンピ 
タンス 

日本の産業 
AI ITO / BPO* 保険 物流・ 

サプライチェーン 

ファイナンス     
有価証券     
保険     
メディカル     
ヘルスケア     
工作機械     
自動車     
製造業     
ディストリビューション     
航空宇宙     
マテリアルサイエンス     
生化学分析     
創薬・製薬     
資源探査     
プラントコントロール     
情報セキュリティ・ 
物理セキュリティ     

農業     
観光     
教育・研修     
リサーチ     
洋服・ファッション     
環境     
その他     

* ITO/BPO は先進的な ICT とは見なされず、どちらかというとオフショア開発の対象となるため、AI、IoT、ブ
ロックチェーンなどの先進的な ICT テーマと組み合わせない限り、本調査の対象外となる。 

: 世界の他の新興国と比較して明確な技術的優位性がありマッチングの可能性が高い。 
: 世界の他の新興国と同等の技術的優位性を持ち、比較的マッチングの可能性が高い。 
: パキスタンの地理的位置に関するニーズなど、一定の条件下でマッチングの可能性がある。 
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4.2 ビジネスコラボレーションの促進に関する仮説 

パキスタンの先進的なICT産業と、先進的なICTニーズを持つ日本の産業との協業を促進するた

めに、以下のような仮説を立てた。 

4.2.1 技術志向のビジネスマッチングシステム／プラットフォーム 

多くの日本企業にとって、パキスタンはまだアウトソーシング先の選択肢の一つに過ぎず、特

定の高度なICTソリューションに対する明確なニーズを持つ日本企業は、中国、インド、イスラエ

ルなど、高度なICTに関して検討すべき国が他にもたくさんあるため、パキスタンを協業のための

「唯一の」選択肢と考えることはできないと考えられる。しかし、日本企業の具体的な技術ニー

ズに対して、特定のパキスタン企業だけがソリューションを提供できる場合もあると考えられる。 

このような個別の技術ニーズに対するマッチングの機会を提供するためには、日本の公的機関

（または日本政府から運営を委任された民間企業）による一種の「公式」ビジネス・マーチング・

システム／プラットフォームを構築し、日本企業がソリューションの企業や国を特定することな

く、具体的な技術ニーズをシステムに投稿できるようにすることが有用である。パキスタンをは

じめとする各国のICTソリューションプロバイダーもこのシステムに登録し、日本企業が投稿した

ニーズを閲覧できるようにし、自社がソリューションを提供できるニーズを見つけた場合、ニー

ズを投稿した日本企業にコンタクトを開始できる。また、システム自身やシステムに登録された

アドバイザーが、マッチングするICT企業の選定をサポートすることも可能である。このようなシ

ステムは、日本企業が英語で直接コミュニケーションをとるのが苦手な場合にも有効である。 

日本企業が各国のビジネスマッチングシステムを個別に訪問するのは不便なので、このシステ

ム／プラットフォームは対象国ではなく日本で構築することが望ましい。日本には既に類似のシ

ステムとして3.2.3で触れたJ-GoodTechがあるが、これは日本企業の技術を海外に紹介することが

主目的であるため、ここで述べたような目的には活用できない。また、JETROにはJ-BRIDGEとい

う海外スタートアップ企業と日本企業の連携・協業をサポートするプラットフォームがあるが84、

これも「海外での製品開発・サービス展開を目的とする日本企業が現地のスタートアップと連携

する」ことを支援するものであるため、本調査の目的（日本企業が持つ国内では対応できないIT

ニーズに対する海外企業の招へいによるマッチング支援）とは方向が逆であるほか、現時点の重

点対象国はシンガポール、インドネシア、ベトナム、インド、イスラエル、オーストラリア、米国

（オーストラリアと米国は環境分野のみ）となっているため、パキスタンは対象には入っていな

い。 

下図は、本調査で望ましいと考えるシステム／プラットフォームのコンセプトを示したもので

ある。 

 
84 https://www.jetro.go.jp/jdxportal/j-bridge.html 
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図-27 技術志向マッチングシステム／プラットフォームのコンセプト 

 
4.2.2 スタートアップへの国際的なサポート 

パキスタンには、NICやP@SHAによるコンペティションイベントなど、スタートアップを支援

する環境が整っているが日本ではあまり知られていない。先進的なICTスタートアップとのコラボ

レーションを模索している日本企業にとって、パキスタンには（世界の中でも）スタートアップ

のエコシステムが充実していることを知ることは重要である。そのため、パキスタンのスタート

アップを国際的に支援するためのスキームや、日本におけるパキスタンのスタートアップの情報

発信を強化することは、日本企業とパキスタンのスタートアップの双方にとって有益である85。具

体的には、日本の業界団体と連携してスタートアップの情報交換を行う、日本のインキュベータ

ーをスタートアップコンテストに招待する、海外の優れたスタートアップ企業を誘致しようとし

ている日本の都市と連携するなどが考えられる。 

5 パキスタンITサービス企業と本邦企業間の連携促進のための活動 

5.1 当初の計画とCOVID-19パンデミックによる変更点 

本調査開始時点では、ビジネスマッチングの試験的な推進に向けて、以下の活動が計画されて

いた（2020年5月のインセプションレポートに記述）。 

• 対象国の選定した現地ICT企業への個別訪問 

• 対象国の政府関係者を対象とした日本への招待プログラム 

• 対象国のICT企業と日本企業とのビジネスマッチングセミナー 

• 日本企業による対象国への訪問プログラム 

しかし、COVID-19のパンデミックにより、対象国への訪問や招へいが必要なこれらの活動はす

べて中止となり、代わりに以下の活動が追加された。 

 
85 https://www.jetro.go.jp/en/jgc/reports/2020/6790871cde54c518.html 
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• 対象国の政府、組織、ICT企業などへの個別調査やインタビューは、すべてオンライン

で実施。 

• 対象国のICTソリューション企業と日本の産業界との協業試行のための実証事業を実施。 

• 今回の調査で作成したブランディング・マーケティング戦略案をもとに、日本の市場を

ターゲットとした、各対象国のICT産業のプロモーションビデオの作成。 

5.2 WebサイトとSNSによる情報発信 

調査団では、本調査の活動に関する情報を発信し、対象国の選定されたICT企業を日本の潜在的

な産業に紹介するためのWebサイトを作成した86。また、SNS（Facebook87、Twitter88）を利用して、

選定された各ICT企業の情報を発信するとともに、5.5節で紹介する協業試行事業等への参加を希

望する日本企業にリーチするためのSNS広告を実施した。 

その結果、多くの日本企業が協業試行事業に興味を示し、実際に応募してきた企業もあったこ

とから、SNS広告は効果的であったと考えられる。実施したSNS広告の概要は以下の通りである。 

表-8 実施したSNS広告の概要  

広告 1 • 5.4 節「対象国 IT 産業向け日本市場紹介セミナー」向け広告 
• 広告記事画面（Facebook） 

 
• 対象：調査対象 3 カ国の CEO、プログラマ、ソリューションアーキテクト 
• 年齢：18 歳以上 
• コスト：2 日間で 1,000 円（広告料のみ。記事作成は調査団で行ったためコスト無し） 
• 結果：2 日間で 3 カ国の 9,272 人にリーチ（広告が表示された）。内 192 人が興味ありと
回答。 

• リーチの内訳：パキスタン約 8,000 人、スリランカ約 800 人、アルメニア約 200 人 

  

 
86 https://jica-adv-ict-survey.net/ 
87 https://www.facebook.com/先端情報通信技術を用いたソリューションビジネス振興のための情報収集確認調査-

103439194853226 
88 https://twitter.com/ICT53038019 
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広告 2 • 5.5 節「対象国 ICT 企業との協業試行パイロット事業」向け広告 
• 広告記事画面（Facebook） 

 
• 対象業種：日本の IT・技術、教育・図書館、ビジネス・ファイナンス、マネジメント、
建築・工学、食品・レストラン、建設、製造、ヘルスケア・医療、設備・修理、生命科
学、物理科学、社会科学、保安サービス、農業、漁業、林業、清掃・メンテナンスまたは
交通・輸送 

• 年齢：20 歳以上 
• コスト：約 1 週間で 4,000 円（広告料のみ。記事作成は調査団で行ったためコスト無し） 
• 結果：約 1 週間で日本人 489 人にリーチ（広告が表示された）。クリック等で反応した
人数：15 人 

• 広告を見て実際に事業に応募した企業数：2 

 
5.3 パキスタンとスリランカの先進IT企業を日本に紹介するセミナー 

日本企業に対象国のIT産業の強みや特徴を伝え、対象国のIT企業との協業の可能性に関する日

本企業のニーズを把握するために、2回のIT産業紹介セミナーを開催した。本調査の目的は、単な

るオフショア開発などの連携強化ではなく、日本のITソリューション企業では提供が難しい高度

なIT分野でのマッチングを促進することにある。そこで、本セミナーは先進技術や新規事業創出

のパートナーを探す大企業の新規事業開発担当者を中心に14,000人以上が登録している、DTVSの

オープンイノベーションプラットフォーム「Morning Pitch」の一環として開催された。COVID-19

パンデミック下の開催に伴い、セミナーはZoomでのウェビナーとして行われた。 

  



南アジア・中央アジア地域 先端ICT技術を用いたソリューションビジネス振興のための情報収集・確認調査 

38 

5.3.1 イベントの概要 

表-9 パキスタン・スリランカの先進IT企業を日本に紹介するセミナーの概要  

タイトル Morning Pitch Global: Next Frontier of Innovation - スリランカとパキスタンの IT セクター -  
日付と時間 2020 年 9 月 23 日（水）19:00 – 21:00 
開催形式 オンライン(Zoom Webinar) 
目的 • 日本企業にスリランカ・パキスタンの IT 企業の強みを理解してもらい、対象国の IT

企業に注目してもらう。 
• 日本企業の関心事やニーズを把握する 

対象 オープンイノベーションに関心の高い日本企業、海外 IT 企業との協業に関心のある日
本企業、南アジア企業との提携により海外市場を開拓したい日本企業 

概要 パキスタンでは、現在 30 万人の IT エンジニアがおり、毎年 2 万人以上の IT 人材が労
働市場に供給されており、IT 産業は継続的に成長している。パキスタンは、海外に住
むパキスタン人のグローバルなネットワークと、国内の低い人件費により、IT BPO 分
野での経験とノウハウを獲得している。2018 年以降、パキスタン政府は、国内の若い
IT 人材の潜在能力が高いことから、AI セクターへの投資に力を入れている。その結
果、特に AI、IoT、AR/VR の分野で IT スタートアップが増加している。 
また、近隣国のスリランカは、西アジアと東南アジアのハブに位置する島である。2022
年までに 1,000 社のテック・スタートアップを創出することを目標に掲げ、テック・
スタートアップに対する法人税 0％の導入、スタートアップへの資金提供を目的とし
た政府資金の運用、規制のサンドボックス化など、テック・エコシステムの強化に注
力している。その取り組みは徐々に花開き、近年では Startup Genome の「Global Startup 
Ecosystem Report 2020」でもエコシステムが活発であることが示されるなど、同国の IT
企業のポテンシャルに注目が集まっている。 
スリランカの IT 産業は、人材が豊富で、技術力が高く、開発コストが低いという特徴
がある。スリランカでは、IT エンジニアリングの学位を持つ人材が毎年 7,000 人以上
も増えており、工学系のトップ大学であるモラトワ大学では、2005 年から 9 年連続で
「Google Summer Code（オープンソースソフトウェアコンテスト）」に参加、大学の
中で最も多くの学生が選ばれるなど、高い技術力を持つ人材が豊富に存在している。
また、ミレニアム・インフォメーション・テクノロジーズ社が開発した電子取引プラ
ットフォームが、ロンドン、イタリア、オスロ、ヨハネスブルグの証券取引所で使用
されていることに代表されるように、スリランカの IT 企業は長年にわたり、世界の大
手企業に世界水準のエンタープライズソリューションを提供し、ノウハウを蓄積して
きた。また、労働コストの低さやビジネス環境の良さから、長年にわたりアウトソー
シングの先進国として位置づけられてきた。しかし近年では、政府の支援策やイノベ
ーションを促進する規制緩和により、FinTech、ブロックチェーン、IoT、AI などの分
野で有望な IT 企業が数多く登場している。 
本プログラムでは、高い専門性と開発技術を持つソフトウェア開発企業や、最先端の
IT 技術を開発するスタートアップ企業を紹介し、参加者がスリランカやパキスタンの
IT 産業を垣間見ることができるようにしている。 

プログラム 19:00-19:20 スリランカとパキスタンの IT エコシステムの概要 
19:20-20:55 企業によるピッチ（各社紹介（司会）1 分＋ピッチ 4 分＋質疑応答 8 分×7 社） 

企業一覧 
Effective Solutions (Sri Lanka): 
データ解析による心血管疾患の早期発見のための非侵襲的技術
「JENDO」を提供 

Senzmate (Sri Lanka): 
農業企業や研究者向けにオーダーメイドの精密農業技術（土壌・微気
候センサー、作物の硬さ）を提供アルゴリズム 

BooleanLabs（スリランカ）： 
スマートシティ向けに AI や IoT を活用したインテリジェントバンキ
ングソリューションを提供 

Tracified（スリランカ）： 
ブロックチェーンを活用したサプライチェーン・トラッキング・プラ
ットフォーム 

ConscientAI 社（スリランカ）： 
ファッショントレンドを予測するために、複数の産業向けにオーダ
ーメイドの AI ソリューションを提供している。 
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Wonder Tree（パキスタン）： 
AR を用いた理学療法・認知療法ゲームの開発 

LFD（パキスタン）： 
AI、データサイエンス関連のコンサルティング、ソリューション開発 

20:55-21:00 クロージング 
注： 参加したパキスタン企業の情報は付録 1 に記載 

 
5.3.2 イベントの結果 

(1) 参加者 

153名が参加登録をし、当日は78名が参加した。参加者の内訳は下図の通りである。ビジネ

ス企業が69％、金融機関（銀行・VC）が7％、メディアが3％、公的機関が7％、その他が14％

であった。 

 

図-28 現地企業紹介セミナー参加者の内訳 

 
(2) アンケートの結果 

当日はウェビナーのアンケート機能を活用し、以下のようなアンケートを実施した。 

表-10 セミナーでの質問項目  

# 質問項目 アンケートの実施時期 
1 現時点でスリランカやパキスタンの企業に対してどのような印象を

お持ちでしょうか？  
エコシステムの概要 

2 御社の ICT に関わるニーズや課題感について教えてください。 エコシステムの概要 
3 この企業に興味がありますか？ 各社のピッチの後 
4 本日の登壇企業のうち、どの企業と話してみたいですか？ イベント終了前 

 
アンケートの結果は以下の通りである。 

 

図-29 パキスタンのIT企業に対する第一印象 
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パキスタンのIT企業の第一印象については、「技術力がわからない」との回答が50％を占

め、調査対象3カ国の中で最も高かった。また、「信頼をおける」と答えた人は皆無で、パキ

スタンのIT産業がまだ十分に認知されていないことがわかる。 

社内のICTに関するニーズや課題については、「最先端技術に対応できる人材の不足」が最

大の課題であると回答した人が最も多く、DXへの取り組みを模索している企業が多いことが

伺えた。 

 

図-30 参加者のICT関連の問題に対する認識 

 
登壇企業に興味を示した参加者の数は以下の通りで、全ての企業で一定の関心が確認され

た。 

 

図-31 セミナーでスリランカとパキスタンの企業に興味を持った参加者 

 
表-11 紹介された企業に興味を示した参加者の業種  

企業名 興味を示した参加者の業種 
SenzMate 化学製品、通信、科学製品、電気機器、製造業、農業、オープンイノベーション 
Effective Solutions 医療機器、オープンイノベーション、電気機器、研究機関 
LFD 広告代理店、通信、メディア、金融 
Conscient AI 自動車、通信、メディア、オープンイノベーション 
WonderTree 医療機器、電子製品、情報・通信、研究機関 
BooleanLabs 情報・通信、電子製品、オープンイノベーション 
Tracified 情報・通信、製造、オープンイノベーション 
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(3) 質疑応答 

各社のピッチの後、約8分間のQ&AセッションをウェビナーのQ&A機能で行った。会場か

ら寄せられた主な質問を下表に示す（回答は割愛する）。 

表-12 主なQ&A（現地企業紹介セミナー）  

企業 質問 

SenzMate 

 御社のセンサーはどのような指標を捉えることができるのか？ 
 SenzMate では、ソリューションに使用するハードウェアやセンサーの設計も行っ

ているか。 
 SenzAgro サービスのビジネスモデルについて教えてほしい。 

Effective 
Solutions 

 新潟以外の日本の企業で仕事をしているところはあるか？ 
 Dow jones や Acuris などの大手と比べて、御社の強みは何か？ 
 発表では、JENDO が 2019 年にスリランカの病院で臨床試験を開始したとのこと
だが、どのような結果が出ているのか？また、このプロジェクトの次のステップ
は何か？ 

LFD 

 機械学習の精度を上げるための学習データはどうやって手に入れるのか？ 
 各国の個人情報保護法をどのように遵守しているか？ 
 EAGLE はクラウドベースのソリューションか、それともオンプレミスのソリュ

ーションか。システム内の情報取引のプライバシーとセキュリティをどのように
確保しているか説明してほしい。 

Conscient AI 
 大企業に勝つための戦略は？問題点は何か？そして、御社はどんなソリューショ

ンを提供できるのか？ 
 他の AI スタートアップと比べて、御社の強みは何か？ 

WonderTree 

 認知症に対するソリューションを適用したか？ 
 シニア向け製品の開発スケジュールを教えてほしい。 
 セラピーゲームでは、学習の進捗状況をどのように測定しているのか説明してほ

しい。 
 AR ゲームのビジネスモデルは？ 

BooleanLabs 
 御社のソリューションが、現在市場にあるものよりもいかに優れているかを説明

してほしい。 
 既存の顧客はどのような客か？御社の製品を選んだ理由を教えてほしい。 

Tracified 

 既存の顧客はどのような客か？御社の製品を選んだ理由を教えてほしい。 
 御社のソリューションでは、オープン／クローズドまたはハイブリッドのブロッ

クチェーン技術を使用しているか？その技術を使うことのメリットを説明してほ
しい。 

 
(4) イベント終了後のビジネスマッチングサポート 

アンケートで参加企業に興味があると答えた日本企業に対しては、協力の必要性や協業試

行パイロットへの関心などについて、電子メールでフォローアップを行った。興味を示した

り、具体的な技術課題がある場合には、オンラインミーティングなどを通じてマッチングを

サポートした。 

5.4 対象国IT産業向け日本市場紹介セミナーの実施 

対象国のIT産業に対し、日本市場の特色とその潜在的なニーズを紹介するためのセミナーを開

催した。このセミナーは当初の計画では調査団が現地を訪問した際に現地で開催する計画だった

ものであるが、現地訪問が取りやめとなったことから、全ての調査対象国を招いて、オンライン
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で実施した。セミナー参加者の招待は、調査の過程でコンタクトした政府機関、企業、業界団体

の全てに招待メールを送ったほか、送付先に自由に関係先への情報共有を依頼した。 

5.4.1 イベントの概要 

表-13 現地IT企業に日本市場を紹介するセミナーの概要  

タイトル Introduction to entering advanced ICT solution market in Japan 
日付と時間 2020 年 10 月 21 日（水）18:00 – 19:30 日本時間 

（13:00 – 14:30 アルメニア、14:00 – 15:30 パキスタン、14:30 – 16:00 スリランカ） 
開催形式 オンライン（Zoom Webinar） 
目的 • 現地 IT 企業に日本市場を紹介 

• 現地 IT 企業とのビジネスマッチングのために、日本の潜在的な産業や企業を紹介する。 
• 日本市場に参入する際の留意点などの情報提供 
• 企画された日本への招待プログラムや、ビジネスマッチングセミナーへの参加を促す 

対象 • 対象国（アルメニア、パキスタン、スリランカ）の先進的な ICT ソリューション企業 
• 対象国の ICT 産業協会およびインキュベーター 
• 対象国の関連政府機関および国際機関 

プログラム 
（日本時間） 

18:00-18:05 開会宣言と本調査の紹介 
18:05-18:10 オープニングスピーチ 

斉藤 幹也（JICA ガバナンス・平和構築部 審議役 STI・DX 室長） 
18:10-18:30 「日本の先進的 ICT ソリューション市場の状況とニーズ」 

森若 幸次郎（Silicon Valley Ventures CEO, Moriwaka Medical 社長） 
18:30-18:50 「日本のビジネス慣行と特殊性」 

茂又 俊裕（マーケティングコンサルタント） 
18:50-19:10 「日本市場にアピールするためのブランディングとは」 

小暮 陽一（主任研究員 日本開発サービス） 
19:10-19:20 日本市場参入のための手続きと関連法 

小暮 陽一（主任研究員 日本開発サービス） 
19:20-19:25 JICA 協業試行パイロットプログラムの紹介 

小暮 陽一（主任研究員 日本開発サービス） 
19:25-19:30 セミナー終了 

 
5.4.2 イベントの結果 

(1) 参加者 

149名が参加登録をし、当日は97名が参加した。参加者の内訳は下図の通りである。アルメ

ニア16人、パキスタン43人、スリランカ30人等であり、組織別では圧倒的に民間企業が多か

った。特筆すべきなのは、アルメニアからの参加者に政府関係者（全員ハイテク産業省）が

多かったことである。 

 

図-32 日本市場紹介セミナー参加者の内訳 
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(2) 質疑応答 

セミナー中は、Q&A機能による質疑応答を行ったが、全体で75件の活発な質問があり、そ

の全てに発表者及び団員がその場で回答した。代表的な質問と回答を下表に示す。 

表-14 日本市場紹介セミナーの代表的な質問と回答  

質問 回答 
日本の企業に IT ソリューションを提供するため
に、どのようにアプローチすればよいか教えて
ほしい。 

展示会（Japan IT Week など）に実際に参加する
必要があると考える。あるいは、ターゲットと
なる業界でつながる日本人の友人を見つけるの
もよい。 

IT サービスのオフショアにチャンスはあるか？ あるが、競争は厳しい。 
日本におけるブロックチェーンの導入レベルは
どの程度か？ 

暗号通貨の市場は多い。金融業界ではあまりな
い。 

どうすれば中小企業とつながることができる
か？フォーラムなどはあるか？ 

J-GoodTech を試すべきである 

日本では、信頼関係を築き、取引を成立させる
のに、平均してどのくらいの時間がかかるか？ 

状況による。思ったよりも時間がかかることも
ある。しかし、忍耐が必要。あなたが信頼を得
ようとしている相手に、あなたが真剣であるこ
とを示すべきである。 

日本の社会は階層的か？ 私は、そう思う。年功序列も重視される。社長
は副社長よりも強く、副社長はマネージャーよ
りも強い、ということがよくある。 

信頼構築の仕組みの中で、どのようにして企業
や人を紹介してもらうことができるか？ 

まずは、銀行や友人、日本中のどこかで見かけ
た人など、身近な人脈から始める。あらゆる方
法で人脈を作るべき。飲食店でも人脈を得られ
るかもしれない。 

日本の企業は、アルメニア、パキスタン、スリ
ランカに拠点を置く企業やその働き方をどう思
っているのか？ 

日本の企業の多くは、残念ながらこの 3 カ国に
ついての知識をあまり持ち合わせていない。 

「心を溶かす」ためには、日本語を学ぶ必要が
あるのか？ 

いくつかの日本語が心を溶かすかもしれない。
私が提案するのは、言葉の裏にある文化を学ぶ
ことだ。 

日本のローカル市場にアプローチするにはどう
したらいいか？ 

外国企業が日本でビジネスを始める際には、日
本政府のサービスがいくつかある。その一つが
JETRO なので、ホームページを見てみることを
お勧めする。 

 
5.5 対象国ICT企業との協業試行パイロット事業の実施 

5.5.1 パイロット事業の概要 

本調査の一環として、対象国のICTソリューション企業と日本企業とがペアとなって、最先端

ICT分野での何らかの協業あるいはその試行（実証実験、プロトタイプの開発、製品開発のための

調査等）を行う案件を募集するパイロット事業を実施した。応募があった案件の中から、所定の

審査の上、最大6件の案件を選定し、その案件実施に要する対象国ICT企業側の費用（最大10,000米

ドルまで）をJICAが負担することとした。本事業は、下図に示す通りJICAから本調査の実施を受

託した調査団から対象国ICT企業への再委託業務という形式で実施した。 
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図-33 対象国ICT企業との協業試行パイロット事業の概要 

 
パイロット事業の応募条件 

• 本調査の趣旨に適合した協業内容であること。具体的には、何らかの先端ICT分野（AI、IoT、

Block Chainなど）に関連する協業であること。具体的な例としては、以下のような内容。 

 日本企業側提供のデータに対する評価用AIモデルの作成 

 日本企業側提供の仕様に沿ったFPGAのプロトタイプ作成（デモ実施まで） 

 Block Chainによる生産者追跡等のサプライチェーン実証実験 

 スマート医療システム開発に必要な現状のニーズ調査 

• 対象国側企業が開発する際に必要な技術仕様書やデータの提供は日本企業側から行う。開発

中の対象国ICT企業との技術的なコミュニケーションは、原則として直接企業間で行う。 

• 本事業により開発した具体的なソフトウェア等の著作権は原則として相手国IT企業側が持つ

ことと考えられるが（プロトタイプの開発等には、相手国IT企業が持つ既存のコード等を流

用することが多いため）、詳細な条件は日本側企業と相手国企業との合意により決定する。 

• その他参加及び応募にあたっての条件は所定の同意書によるものとし、同意書の提出を応募

の条件とする。 

5.5.2 パイロット事業の募集と選定結果 

本実証事業の募集は、2020年11月16日から12月11日までの期間で、これまでに本調査でコンタ

クトした全ての日本側企業および対象国側企業に対して直接連絡を行ったほか、前述の本調査の

Webサイトや関連業界団体のメールマガジン、Facebookの広告機能等も使用して行った。 

募集の結果、最終的に10の企業ペアから応募があった。応募書類の審査は、2020年12月15日に

オンライン会議の形式で実施した。審査会議には調査団チームのほか、JICAの本件担当者、国際

協力専門員が参加した。応募書類の審査に当たり、予め評価基準を下表のように用意し、評価点

は合計100点と定めた。 

対象国
ICT企業

日本企業

JICA
調査団

⑤協業の副産物
（プロトタイプ、
実証結果等）

④協業試行を有償で
業務委託

⑥協業成果報告書

②応募

③選定

①協業試行
内容の合意

⑦協業結果の聞き取り調査

JICA
調査団

（必要に応じて）
マッチング支援

JICA

コストを掛けず
に協業試行が

できる

日本企業を探す
手間が省ける

⑥協業成果報告書
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表-15 協業試行応募案件の評価基準 

評価項目 評価の観点 配点 
本件調査との適合性 本件調査の目的に適合した、先端 ICT 分野のソリューションを提供す

る現地企業と、そのユーザーとしての日本企業との組合せであるか。 
「既に日本国内で広範に導入が進んでおり、コスト面でも特に対象国
企業である必要性が無い」というようなことはないか。 

20 点 

適用技術の先進性 先端 ICT 分野（AI、IoT、ブロックチェーン、ロボットなど）の技術
を適用した内容であるか。 20 点 

フィージビリティ 3 ヶ月間という限られた期間で実施可能な内容であるか。 
明確で客観的な成果が得られる見込みがあるか。 20 点 

実施体制 日本企業側及び現地企業側の実施体制に問題はないか。 
日本企業側からのコミットメントが得られているか。 20 点 

持続可能性 PoC 実施後の協業継続の可否は日本企業側の判断に委ねられるもの
の、客観的に見て一定の持続可能性がある内容の PoC となっている
か。 
他の日本企業への波及効果が見込める事例となり得るか。 

10 点 

価格点 概算見積りの構成が妥当であり、かつ予定価格内に収まっているか 10 点 
合計 100 点 

 
上述の基準に則り、提出された10点の応募書類を審査した結果、評価は下表の通りとなり、合

計点の高い上位6件を選定した。国別ではスリランカ企業3社、アルメニア企業2社、パキスタン企

業1社であった。 

表-16 協業試行応募案件の選定結果 

 選定されたペア 選定されなかったペア 
評価項目 A B C D E F G H I J 

本件調査との適合性 20 20 20 20 20 20 10 5 10 10 
適用技術の先進性 20 20 20 15 15 15 18 10 10 10 
フィージビリティ 18 20 20 20 20 20 20 10 5 15 
実施体制 20 20 20 20 20 20 20 5 5 15 
持続可能性 10 8 8 10 10 8 4 0 5 8 
価格点 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 

合計点 98 98 98 95 95 93 82 40 45 68 

 
5.5.3 パイロット事業の実施結果 

選定された企業ペアは選定結果の通知後すぐに2020年12月後半から協業を開始した。6つ

の企業ペアのうち、その後1つが具体的な協業内容の協議の過程で、日本企業側が協業を辞退

することになったが、残りの5つの企業ペアはいずれも2021年5月までに協業を完了した。付

録3に辞退したペアを含む6つの企業ペアの協業試行結果の概要を示す。ここでは、各企業ペ

アが提出した業務完了報告書から有用と判断した内容をまとめた結果を下表に示す。類似し

た意見は一つにまとめ、その意見数を付記した。なお、アルメニア、パキスタン、スリラン

カの各国に特有な意見に関しては、その国旗マークを付与した。 
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表-17 協業試行応募案件の実施結果のまとめ 

質問 日本企業側の回答 相手国側 IT 企業側の回答 
協業試行の
際に遭遇し
た課題や問
題点 

コミュニケー
ション、ビジ
ネス慣行、文
化等 

 言語の障壁：3 社 
 時差 

 言語の障壁：2 社 
 エンドユーザーに英語が通じ
ない 

 日本の業界知識・用語の理解 
技術的な問題
点 

 IT 以外の分野（顧客の業界）の
専門性が低い 

 

上記の課題や問題点にどう
対処し解決したか（あるい
は解決できなかったか） 

 定期的なミーティング 
 スコープの変更等への柔軟な

対応 
 英語力が高い人材のサポート 
 IT に強い調査団員からのサポ

ート 

 定期的なミーティング 
 英語に強い調査団員からのサ
ポート 

相手国企業
との協業可
能性 

今後の可能性  あり（前向き）：5 社  あり（前向き）：5 社 
相手国企業の
魅力 

 コストパフォーマンスが高い：
4 社 

 先端技術のレベルが高い：2 社 
 開発スピードが速い：2 社 
 グローバルスタンダードな開

発アプローチ 

 日本人はプロフェッショナル：
2 社 

 日本の労働文化、礼儀正しいビ
ジネスマナー、時間とリソース
の正確さ 

 日本の農業市場は非常に魅
力的 

相手国業界の
課題 

 現地作業が必要になるサポー
トやトラブル対応は期待でき
ない 

 日本語が障壁：3 社 
 日本市場に関する情報不足 

協業促進の
ために行う
べきこと 

自国の企業や
業界団体 

 委託先の選択肢に入れること
／入れてもらうための工夫を
業界団体として行うこと 

 対象国 IT 企業の情報をさらに
収集して良い企業を発掘し、積
極的に交流する。 

 開発者への日本語教育、日本語
能力へのインセンティブの提
供：2 社 

 貿易・交流プログラムの実施：
2 社 

 日本の文化、労働倫理などの
理解促進 

 特定業界の企業との協力関係：
2 社 

JICA、 
日本政府 

 協業実証事業の継続的な展開：
2 社 

 対象国 IT 業界の情報蓄積と共
有：3 社 

 JICA 事業や日系企業の開発に
おける対象国 IT 企業の参入促
進：3 社 

 両国の産業間のネットワーク
構築（Web ポータル、年次カン
ファレンス、ユースケース蓄積
など）：3 社 

対象国の政府  現地企業の情報を収集と共有 
 日本語によるサポート体制 

 両国の産業間のネットワーク
構築（Web ポータル、日本市場
への広報など）：5 社 

 IT 系大学の選択科目に日本
語を追加 

 日本の大学との IT 系共同研
究や、そこから始まるスタート
アップの支援 

その他両国間の協業促進の
ためのコメントや意見 

  日本の大学への留学生の拡大 
 両国の大学による協力プロ
グラム（共同研究、両国による
スタートアップ支援等） 
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5.5.4 パイロット事業の結果分析 

結果を見ると、協業を実施した全てのペアが、協業内容にほぼ満足しており、今後も対象国企

業との協業に前向きな回答をしている。また、対象国のIT企業にとって、日本企業の対応や日本

のビジネス文化は好意的に映ったようであり、逆に日本側の企業にとっては、対象国企業のコス

トパフォーマンスや技術レベルに満足していたことが伺える。 

協業試行案件のほぼ全てで課題として挙げられていたのは、やはり言語の問題である。日本側

に英語が堪能な担当者が居る場合でも、最終裨益者（エンドユーザー）の英語能力が低い場合に

は、ユーザーと開発者側の直接協議ができない等の課題が多かった。もう一つの課題としては、

日本側が特定業界の専門企業ではあっても、IT分野に詳しくない場合には、対象国側企業が説明

している技術的内容がよく理解できず調査団員が協業の打合せに毎回参加しなければならないケ

ースが複数あった。将来の協業においてこれらの課題に対処するためには、前者では対象業界の

知識がある英語コーディネータ、後者ではICT分野の知識がある（英語）コーディネータが必要に

なると考えられる。 

また、特筆すべき日本側の分野としては、スマート農業が挙げられる。日本の農業市場は非常

にプレミアム性が高く、作物は他国と比較しても高価格帯で販売されている。また農家のITや技

術に対するリテラシーも高いため、ITの導入がしやすい上に、そのコストに見合う価格のプレミ

アムを付けやすいことから、日本の農業市場では技術による改善が高い投資収益率をもたらすと

考えれられる。 

5.6 日本市場に向けたパキスタンICT産業プロモーション映像の制作 

5.6.1 制作の概要 

ブランディング・マーケティング戦略の内容に沿い、対象国毎に10～15分程度の日本市場向け

のICT産業プロモーション映像を制作した。この活動は、COVID-19の影響により日本企業の対象

国訪問プログラムが中止となったため、日本企業が各国ICTエコシステムの特徴や強みについて理

解を深められるよう、代替策として実施したものである。 

5.6.2 映像の構成と内容 

スリランカ政府のICT産業振興に対する取り組み、ICT教育の特徴、ICT産業発展の経緯、現地

ICT企業の強み等について紹介するため、現地にて下記のステークホルダーに対するインタビュー

撮影を実施した。 
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表-18 プロモーション映像のためにインタビュー撮影を行った対象 

分類 組織 役職 氏名 
ICT 産業の現況 Pakistan Software 

Export Board (PSEB)  
Managing Director Mr. Osman Nasir 

政府による AI 施策 National Centre of AI 
(NCAI) 

Central Project Director / 
Chairman 

Dr. Yasar Ayaz 
 

政府によるスタートアップ 
エコシステム強化施策 

IGNITE CEO  Mr. Asim Shahryar 
Husain 

ICT 企業（スタートアップ） BaseH Technologies CEO & Co-Founder Mr. Anis Shiekh 
ICT 企業 10 Pearls Co-founder & Managing 

Director 
Mr. Zeeshan Aftab 

日本企業との協業事例 UBP インベスト 
メンツ株式会社 

ファンドマネージャー 
兼アナリスト 

小松 将大 

 

また、制作したプロモーション映像のあらすじは以下の通りである。 

表-19 制作したプロモーション映像のあらすじ 

パート 内容 
1. パキスタン概要  南アジアに位置するパキスタン。人口 2 億 1 千万人の巨大市場を抱える新興

国家。 
 そして今、パキスタンは国を挙げて IT 分野への投資を増やし、優れた AI 技
術力を持つ国として注目されている。 

2. ICT 産業  パキスタンは長年欧米諸国へ IT アウトソーシングサービスを提供。近年 ICT
産業は著しく成長し、過去 10 年間で ICT 関連輸出額は 6 倍に成長している。 

 パキスタンのエンジニアのスキル水準は高く、現在多くの ICT 企業がパキス
タンに進出し、最先端分野の技術開発に取り組んでいる。 

3. AI 強国への戦略  中でも注目されるのが AI 分野であり、パキスタンは現在国を挙げて AI に注
力している。 

 2018 年には国立 AI センターを設立。国内 9 か所に異なるテーマのラボを設
置。国内トップレベルの AI 研究者が集まり、あらゆる業界に対する AI ソリ
ューションを開発している。 

 また、パキスタンでは AI をはじめとする先端技術領域のスタートアップが
次々と生まれている。それを支えているのが、情報通信省傘下のスタートア
ップ支援機関、Ignite。Ignite は全国にインキュベーションセンターを設置、
Ignite のインキュベーションプログラムより AI 領域含む 272 のスタートアッ
プを輩出している。 

4. AI 企業  2017 年に創業した BaseH Technologies は、Ignite が提供するインキュベーシ
ョンプログラムの卒業企業。数秒で記事を自動生成できる、AI ジャーナリス
ト、ダンテを開発。海外企業との協業も開始。 

 10 Pearls はパキスタンを代表する大手 ICT 企業。アメリカ、ドバイ、ロンド
ンなどにオフィスを構え、最先端の技術開発に取り組んでいる。医師の音声
データを解析しカルテを自動生成するシステムの開発等、海外企業との協業
事例も多数。 

5. 日本企業との 
協業 

 既に日本企業との協業も始まっている。資産運用を専門に手掛ける UBP イン
ベストメンツは、役員報酬制度を 5 段階に自動クラスタリングするアプリの開
発をパキスタン ICT 企業と進めている。AI 等の最先端技術に知見が深いこと、
開発コストが安いこと等がパキスタン企業との協業の魅力として挙げられる。 

 まだまだ日本では知られていないパキスタン ICT 企業。今後連携がより緊密
になることが期待される。 

 
本映像は、JICAのYouTubeチャンネルにアップロードされるほか、日本企業、業界団体、日本大

使館、JETRO等に共有予定である。 
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6 IT企業の対日ブランディング／マーケティング戦略案 

本調査では、パキスタンのICT産業が日本市場に対してブランディングおよびマーケティングを

するために必要な戦略案と、同戦略案に基づく活動案を作成した。これらの資料はマーケティン

グの方法論に則りインフォグラフィックを多用したPowerPoint形式で作成しており、本報告書と

は独立した資料としてパキスタン政府に提出される。ここでは、同戦略案および活動案の概要に

ついてのみ触れることにし、付録3にそのサムネイル画像を添付するに留める。 

6.1 ブランディング／マーケティング戦略案の概要 

パキスタンのブランディング／マーケティング戦略は、1.6 業務4の工程4-1に示したように、以

下のプロセスに従って策定した。 

(1) 日本における重点対象産業の設定 

これは表-7に示したように、以下の産業を重点対象産業とした。 

AI、ITO / BPO、保険、物流・サプライチェーン 

(2) 価値イメージの設計 

まずマーケティング対象となる人物像（ターゲットペルソナ）としては、日本の事業会社

における技術職を想定し、Xtech / DXが経営課題だがアイデアも解決策も不明瞭な状況にあ

るとした。その上で、そのペルソナに想起させたいパキスタンの価値イメージとしては、「AI

といえば、パキスタン」となることを目標とした。 

(3) 顧客接点の設計 

顧客に訴求するストーリーとしては、パキスタンの国家的な背景から始まり、人材育成の

状況、先端ICT企業の育成状況、地理的条件や文化的優位性などの付随的取引価値、日本市場

への参入状況を経て、「パキスタン企業と協業することが日本企業にとって有益だ」という

結論に至る道筋を示すストーリーとした。前章のプロモーション映像はこのストーリーに沿

って制作されている。 

(4) KGI/KPI 

ブランディング／マーケティングを実施した成果を定量的に測定するためのKGI/KPIに関

しては、ターゲット層にいかにリーチできたかを測る観点から、以下のような設定の仕方を

することが望ましい。 

• KGI： パキスタン先端ICT技術企業の日本市場のマーケットシェア 

• KPI： 先端ICT技術国のイメージとしてのパキスタン想起率：10%、 

マッチング／商談サポート率：50% 
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6.2 活動計画案の概要 

上記ブランディング／マーケティング戦略案と併せて、今後パキスタン側で取るべき活動計画

案についても別途資料として作成した。ここではその概要を紹介する。（詳細は付録4参照） 

• 日本国内においてPSEB主導でプロモーションを継続する。 

• パキスタンの先端ICT企業に対しては、日本市場参入に関連するプログラムやコンテン

ツ充実のためのリソースをより確保することが望ましい。 

• 対日本企業へのPRアプローチとしては、本邦企業がベンダーを選定する際の行動プロセ

スに沿って、展示会、ビジネスマッチング、ピッチングイベント等に積極的に参加する。

また、パキスタンICT産業と日本企業とのマッチングを担当する日本国内の拠点を立ち

上げることが有効である。 

• 調査と計画策定に1年、日本拠点の立ち上げに1.5年程度を想定する。 

7 ICT産業振興のための我が国の支援に関する提言 

本章では、これまでに述べてきた調査結果および第6章で述べた各種イベントの実施結果等か

ら、パキスタンのICT産業と日本のユーザー企業とのビジネスマッチングを推進するために我が国

が支援すべき内容を明らかにする。まず、パキスタンのICT産業を、既に日本での協業を行ってい

る他の新興国（中国、インド、ベトナム、バングラデシュ等）のICT産業と比較した場合の優位性

について、SWOT分析を行った。その結果を下図に示す。 

 

図-34 パキスタンICT産業を既存の日本進出国と比較したSWOT分析 
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このうち、「知日人口が比較的多い」とは、パキスタンの日本在留者数が比較的多いということ

であり、下図に示すように、日本に在留するパキスタン人の数は2万人近い。このことは、日本の

ビジネス環境等をよく知るパキスタン人が多いということになり、そのような人材を日本のユー

ザー企業とパキスタンのICT産業とのビジネスマッチングの際に活用すべきである。 

 
出典： 法務省出入国在留管理庁 在留外国人統計 2019 年 12 月末 

図-35 国別の日本在留者数 

 
このSWOT分析の結果から、我が国が支援すべき内容を対象層とSWOTの切り口の観点から分

類したものが下表である。なお、表中【PRG1】等で示されたものは、支援策・アクションの番号

であり、それらの詳細は次項で述べる。また、既にパキスタンのIT省には2021年度中にJICA専門

家が派遣される見込みであることから、ここでは重複する支援の提案は含めない。 

表-20 パキスタンICT産業振興のための日本の支援策・アクション 
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7.1 プロジェクトの検討 

パキスタンの政府機関および教育機関を対象とした先端ICT関連のプロジェクト提案としては、

以下のようなものが考えられる。 

【PRG1】 日本企業へのインターン受け入れ 

支援形式 大学と民間との連携 
支援の 
必要性 

パキスタンでは年間 2 万人の ICT 分野の卒業生を生み出しているが、その全ての受け皿
が国内にあるわけではない。一方日本では IT 技術者の不足が深刻になっている。 

支援目的 パキスタンの高度 ICT 人材の日本市場での活躍の場を提供すると同時に、母国の ICT 産
業の発展にも貢献できる仕組みを構築する。優秀な学生を日本企業にインターン生とし
て受け入れることで、ICT 技術者不足に悩む日本側にもメリットがあり、インターン後
の学生が本国に帰ってからも日本市場とのビジネスマッチングにつながるような職に就
くことを目標とする。 

対象機関 大学、高等教育機関 
日本側 
協力機関 

高度 ICT 人材が不足している日本のユーザー企業（中小流通業、製造業等）、国際情報
化協力センター（CICC）、JICA、経産省「国際化促進インターンシップ事業」89など 

支援内容 • 日本側協力機関を通じて、データサイエンティスト、AI 技術者、ブロックチェーンな
ど先端 ICT 分野の人材をインターンとして受け入れたい日本企業を募る。 

• パキスタン側では、日本企業でのインターンを希望する優秀な学生の募集を行う。 
• 希望する学生に対し、受け入れ企業とのオンライン面接等を通じてマッチングを行う。 
• 日本への渡航前に、日本の文化や簡単な日本語に関する研修を実施する。 
• 日本企業でのインターンを実施する。期間は 3～6 か月程度。 
• 日本への渡航費用・滞在費用は受け入れ企業が負担する。 
• 同様の事業を CICC がミャンマーを対象に実施して成功しているので 90、それを参考
にすることが望ましい。 

時期等 日本側の協力体制が整い次第随時 
 
7.2 民間企業連携の可能性 

パキスタンのICT産業との民間企業連携の可能性としては、以下のようなものが考えられる。 

【PRG2】 パキスタン企業が強みを持つ特定の技術分野に絞り込んだ日本企業との協業マッチン

グイベント開催 

支援形式 イベント実施 
支援の 
必要性 

調査結果から、パキスタン側が特に力を入れている AI 分野におけるニーズが日本市場
にあることは明確であるが、ニーズのある日本企業とのマッチング機会が現状ほとんど
無いことから、目的を明確化したイベントを企画・実施する必要があると考える。 

支援目的 AI 分野における両国間のビジネスマッチング 
対象機関 AI 分野のソリューション提供が可能なパキスタン企業。特に日本側でニーズがあると思

われるのは、以下のような領域である。 
• 中小企業向けの小規模・安価な AI ソリューション 
• 製造業の現場ライン向けの製品検査等に使用するエッジ AI（ワンボードコンピュータ
上で動作する IoT センサー＋AI のソリューション） 

日本側 
協力機関 

各県・市町村の商工会議所、在日パキスタン大使館、経産省、JETRO、JICA ほか 

支援内容 JICA、JETRO 等の国レベルの機関が地方自治体の商工会議所連合会等を通じて、小規模
AI ソリューションに関するマッチングイベントを企画する。 
• パキスタン側の参加企業は、既に日本企業とビジネスを行ったことのある企業、ある
いは日本語通訳等の人材を確保できる企業のみをピックアップする（日本側が中小企
業の場合には、英語によるマッチングは難しい）。 

 
89 https://internshipprogram.go.jp/ 
90 http://www.cicc.or.jp/japanese/news/pdf_ppt/201106MyanmarInternship2020.pdf 
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• 日本側は商工会議所等を通じて、小規模な AI ソリューションのニーズがある企業を
リストアップする。 

• 事前にパキスタン側の企業が提供するソリューションの種類と事例の情報をまとめて
日本側に提示する。日本側企業はその情報を閲覧し自分の会社のニーズとマッチしそ
うな企業を予め優先順位付きでピックアップしておく。 

• 日本側も、差し支えない範囲で各社のニーズをまとめてパキスタン側に提示する。パ
キスタン側も自分の会社のソリューションとマッチしそうな企業を予め優先順位付き
でピックアップしておく。 

• イベントでは、お互いの優先順位の組み合わせで最も優先度がマッチした組合せから
オンラインでの商談を始める。通訳は基本的にパキスタン側が用意する。 

時期等 1 回実施した後に、具体的な成果が十分にあれば、引き続き定期的に開催する。 

 
【PRG3】 日本のフリーランサー向けICT市場への参入 

支援形式 パキスタン側 ICT 業界団体への情報共有およびサポート 
支援の 
必要性 

パキスタンの ICT 産業の特色として、小規模あるいは個人によるフリーランス技術者が
多いことが挙げられる。このような業者は信頼性の点で日本の大手企業等とはビジネス
を行うことは困難だが、日本でもフリーランス開発者とそれを希望する小規模なニーズ
のマッチングサービスが普及していることから、そのようなサービスへの参入を促す。 

支援目的 日本のユーザーに海外のフリーランサーによるソリューション提供の機会を与えること
で、フリーランス ICT 業界の更なる活性化を実現する。 

対象機関 フリーランスあるいは極めて小規模なパキスタンの ICT 技術者・企業 
日本側 
協力機関 

フリーランスマッチングサービス等 

支援内容 • パキスタンの ICT 系フリーランス業界団体等に対し、日本のフリーランスマッチング
サービスの情報を提供し、参入を打診する。ただし、現状ではこのようなサービス（例
えば lancers.jp）は日本語でのサービスしかないため、当初は日本語での業務が可能な
者だけが対象となる。 

• 日本側のフリーランスマッチングサービス側には、英語による登録も可能にするよう
に働きかける。 

• あるいは、既存の英語によるマッチングサービス（upwork.com など）にパキスタン側、
日本側の企業を誘導する。 

時期等 即時 

 
【PRG4】 日本企業との協業事例の蓄積と広報 

支援形式 情報共有 
支援の 
必要性 

日本の産業界におけるビジネスマインドの特徴として、口コミや実際の事例に重きを置
く傾向がある。パキスタンがいかに優れた ICT 企業を擁していても、それらの企業が実
際に日本企業と協業した事例が無いと、往々にして日本企業は具体的なアクションに踏
み出せないことが多い。 

支援目的 日本企業にパキスタン企業とのマッチングへの興味を喚起し、具体的なアクションを起
こすためのきっかけを提供する。 

対象機関 日本企業と協業した経験のあるパキスタンの先端 ICT 企業 
日本側 
協力機関 

パキスタンの先端 ICT 企業と協業した経験のある日本企業、在日パキスタン大使館、
JETRO ほか 

支援内容 • パキスタンの ICT 企業と日本企業が協業した事例を両国で収集する。 
• 協業した両国の企業に対してインタビュー等を実施し、協業した際の課題や相手国企
業の優れた点等について情報収集する。 

• 収集した情報を蓄積し、（インタビュー先企業の了解を得たうえで）海外企業との協
業支援を行っているサイト等に掲載する。 

• 理想的には、パキスタンに限らずアルメニア、スリランカを始め今後日本との協業を
促進することで両国の利益になるような国全てについて同様の事例を収集し、次に述
べるビジネスマッチングシステム上などで公開することが望ましい。 

時期等 協業事例の蓄積と公開に協力できる既存のマッチングサイト等が見つかり次第 
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【PRG5】 欧米に本社を持つパキスタン企業とのビジネスマッチング推進 

支援形式 欧米企業とのビジネスマッチングスキームを流用 
支援の 
必要性 

本調査で実施したビジネスマッチングの試行イベント等の結果から、パキスタンを良く知
らない日本側企業は、パキスタンという国籍への信頼感が十分ではない傾向にある。しか
し実は多くのパキスタン企業は欧米に本社を置いており、登記上は欧米の企業として認知
されているため、この事実を逆手に取り、日本企業の「欧米企業」に対する安心感や、既
に確立されている欧米企業とのマッチングスキームを利用してマッチングを行う。 

支援目的 欧米に拠点を置く国際的なパキスタン企業と日本企業とのビジネスマッチング 
対象機関 欧米に拠点を置く国際的なパキスタン企業 
日本側 
協力機関 

上記のようなパキスタン企業が提供するソリューションのニーズがある日本企業、ある
いはそのような企業との JV を希望する日本企業など、欧米企業とのマッチングを支援
する組織や企業 

支援内容 • パキスタンの ICT 企業（を含む先端技術企業）のうち、欧米を本拠地としている企業
をリストアップする。パキスタンだけでなく、スリランカ、アルメニアの同様な企業
も併せてリストアップする。 

• リストアップした企業が提供するソリューションへのニーズがあると考えられる日本
の業界を特定し、業界団体を通じて興味を示す日本企業を募る。その際、リストアッ
プした企業の本来の国籍がアルメニア、スリランカ、パキスタンであることは明示す
る必要は無い（登記上は欧米企業であるため）。 

• それらの企業と日本企業間のビジネスマッチングを、既存の欧米企業とのビジネスマ
ッチングスキームやプラットフォームをそのまま利用して実施する。即ち、形式上は
欧米企業とのマッチングと何ら変わりはない。 

• マッチング対象企業の国籍がパキスタン（あるいはスリランカ、アルメニア）であるこ
とは、創業者の国籍等からマッチングの過程で自然に明らかになるが、あくまでも技術
とビジネスの観点からマッチングをするのであれば、それらの事実は問題とならない。 

時期等 随時 

 
【PRG6】 技術志向のビジネスマッチングシステム／プラットフォームの構築 

支援形式 オンラインプラットフォーム構築 
支援の 
必要性 

本文 4.2.1 で述べたように、既存のビジネスマッチングサイトは単に企業の情報を掲載
しているだけで、ユーザーは膨大な情報の中から検索によって企業を見付けることしか
できないことが多い。しかし実際に協業先を探している企業は、特定の技術キーワード
等によって自動的にマッチング候補を提示してくれるような機能を必要としている。 

支援目的 協業先企業を探している日本企業と海外企業の双方にとって使いやすく、マッチング効
率が高い、新たな国際ビジネスマッチングシステム／プラットフォームを実現する。 

対象機関 日本企業との協業を希望する海外企業（本件調査対象国に限らない） 
日本側 
協力機関 

海外企業との協業を希望する日本企業、JETRO、JICA ほか 

支援内容 • 海外・国内企業が協業先を探す目的で情報を登録できるオンラインシステムを構築する。 
• 企業情報の登録には、偽情報を排除するためのスクリーニング（手動、自動）を必ず
実施する。 

• マッチングは、企業が入力した技術キーワードによる自動マッチングのほか、AI によ
り企業が入力した情報全般から機械学習によりマッチングの予想成功率が高い企業を
ピックアップするなど、システム運営側に大きな負担を掛けずに、通常の検索では発
見できないようなマッチングの候補を提示する機能等を搭載する。 

• 日本企業が海外と協業する際の最大の障壁である言語の問題を軽減するため、海外企
業が入力した情報には、外部の自動翻訳機能との連携等により日本語での検索や閲覧
ができるようにするほか、同システムでは通訳人材の登録機能も必ず備えるようにす
る。これにより、具体的に商談等をオンラインで行う際に、相手先言語の通訳の確保
や予約を同じサイト上で行うことができる。通訳人材も、このサイトに登録すること
で安定した継続的な業務を確保することが可能となる。 

• システムの運営は、高品質低価格なソリューション提供先を見つけられることで結果
的に日本企業の利益ともなることから、JETRO のような公的機関が運営することが望
ましい。 

時期等 システムの運営機関が確定し予算がつき次第 
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付録1： パキスタンで調査した組織／IT企業のリスト 

注） 本調査と同時期にJICAは「パキスタン国本邦ICT企業とのビジネスマッチングを通じたICT産

業振興にかかる情報収集・確認調査」を実施しており、調査の重複を避けるため、同調査でカ

バーされている組織・企業は対象外とした（以下のリストで*マークが付いている組織・企業）。 

政府機関 

名前 URL 概要 
Ministry of Information 
Technology & 
Communication* 

https://moitt.gov.pk/ 情報技術と通信を担当する内閣レベルの省庁。  

Ministry of Commerce* http://www.commerce.gov.pk/ 経済成長や商取引の開発・促進を担当する内閣レベルの省庁。 
Pakistan Software 
Export Board* 

https://www.pseb.org.pk 国内および国際市場における IT 産業の振興を目的とし
た、政府の最高機関 

Engineering 
Development Board* 

http://www.engineeringpakist
an.com/ 

パキスタンの工学的基盤を強化することを使命とする
政府の最高機関 

Board of Investment 
(BOI)* 

https://invest.gov.pk/ 投資申請とライセンスを司る。また、インセンティブな
どの政策も実施。 

Trade Development 
Authority of Pakistan 
(TDAP)* 

https://www.tdap.gov.pk/ 商務省の下で貿易を推進する組織として、海外やパキス
タンでの展示会の開催、海外市場の分析、貿易政策の策
定などを行っている。 

Ministry of National 
Food Security & 
Research 

http://www.mnfsr.gov.pk/ e-農業分野で MoTT と協力する計画がある。 

Ministry of National 
Health Services, 
Regulation and 
Coordination 

http://www.nhsrc.gov.pk/ e-ヘルス分野での MoTT との連携を予定している。 

Punjab Board of 
Investment & Trade 
(PBIT) 

http://www.pbit.gop.pk/ パンジャブ州政府によって設立された州の投資・貿易促
進機関である。パンジャブ経済省は、UAE 経済省傘下の
Annual Investment Meeting (AIM)と NS パイア-NETSOL の
協力を得て、「National Champions Pitch Competition」を開
催し、パキスタン全土のスタートアップ企業が参加した。 

Punjab Information 
Technology Board 
(PITB) 

https://www.pitb.gov.pk/ パンジャブ州政府が設立した自治組織で、パンジャブ州
のイノベーション経済の基盤を提供している。同委員会
は、透明性の高い方法で統治技術を近代化するだけでな
く、市民のデジタルリテラシーを向上させることも目的
としており、その他多くのサービスを提供している。 

Khyber Pakhtunkhwa 
Information Technology 
Board (KPITB) 

https://www.kpitb.gov.pk/ IT 推進のための公的自治組織。KP のデジタルトランスフ
ォーメーションを促進するために、地方政府、ハイテク産
業、IT 起業家、投資家をつなぐ重要なリンクを提供する。 

 
IT業界団体、組織、インキュベーションセンター、ベンチャーキャピタルなど 

名前 URL 概要 
Invest2Innovate (i2i) https://invest2innovate.com/ i2i は、ビジネスを成長させ、投資につなげることを目

的としたアクセラレータ。i2i は、若い起業家を発掘、
審査、選抜し、4 ヶ月間の長期プログラムで、ビジネス
サポート、メンターシップ、エンジェル投資家コミュ
ニティへのアクセスを提供している。また、起業家の
支援、メンターや投資家の参加、地元のステークホル
ダーとの提携、包括的な調査などを行い、国内の投資
や起業を促進するためのより良い環境を構築してい
る。（イスラマバード） 

Plan9 https://plan9.pitb.gov.pk/ パンジャブ情報技術局が設立したパキスタンの技術系
ベンチャー企業のためのインキュベーター。Plan9 は、
これまでに 130 以上のスタートアップ企業を卒業さ
せ、その総価値は 7,000 万ドルに達している。 

https://moitt.gov.pk/
http://www.commerce.gov.pk/
https://www.pseb.org.pk/
http://www.engineeringpakistan.com/
http://www.engineeringpakistan.com/
https://invest.gov.pk/
https://www.tdap.gov.pk/
http://www.mnfsr.gov.pk/
http://www.nhsrc.gov.pk/
http://www.pbit.gop.pk/
https://www.pitb.gov.pk/
https://www.kpitb.gov.pk/
https://invest2innovate.com/
https://plan9.pitb.gov.pk/
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名前 URL 概要 
The Nest I/O https://thenestio.com/ P@SHA は、グローバルパートナーである Google for 

Entrepreneurs と Samsung とともに、米国国務省の支援
を受けて、テクノロジーインキュベーターとコミュニ
ティハブを立ち上げた。新進の起業家にスペース、イ
ンフラ、設備を提供するとともに、メンターや潜在的
な投資家のネットワークへのアクセスを提供してい
る。Nest I/O では、定期的にイベントやコンテストを開
催しており、カラチで毎年開催される技術会議「021 
Disrupts」も主催している。 

Telenor Velocity https://telenorvelocity.com.pk/ イスラマバードにある企業のスタートアップアクセラ
レーターで、Telenor Pakistan の規模と資産を利用し
て、4 ヶ月間にわたってスタートアップ企業の市場参入
を支援することに重点を置いている。このプログラム
は、様々な社会やコミュニティにインパクトを与える
ことを目的としている。このプログラムは、最近では
農業イノベーションに焦点を当てている。 

Jazz xlr8 https://jazzxlr8.com.pk/ イスラマバードを拠点に、持続可能なテクノロジー・
エコシステムの基礎を築き、若い起業家がその可能性
を発揮し、コミュニティを成長させるためのリソース
や専門知識を提供している。Jazz xLr8 は、通信会社
Jazz に関連する企業アクセラレータである。 

Fintech Factory https://fintechfactory.pk/ 投資家と協力して、金融サービスにおける技術革新を
促進することを目的とした、カラチの没入型アクセラ
レータである。 

Ignite (National 
Technology Fund)* 

https://ignite.org.pk/ パキスタン政府の情報技術・電気通信省傘下の組織
で、第 4 次産業化技術に焦点を当てた持続可能で効果
的な ICT ベンチャーを支援することで、パキスタン経
済の発展を目指している。Ignite のシードファンドは、
革新的な製品開発を行うスタートアップ企業や、研究
開発を行う大学に資金を提供している。また、イグナ
イトはパキスタン最大の NIC ネットワークをパキスタ
ン全土に構築している。 

Innovation District 92 https://id92.pk/ Innovation District 92 は、ビジネスアイデアを収益性の
高いビジネスに転換するための指導を必要とする企業
のためのスタートアップインキュベーションスペース
となっている。Innovation District 92 は、選ばれたスタ
ートアップ企業に 6 ヶ月間の無料オフィススペースを
提供し、メンター、投資家、ファシリテーターなどの
大規模なネットワークとのネットワークを構築し、ビ
ジネスの成長、ブランディング、マーケティングのサ
ポートを提供している。（ラホール） 

10Xc 10xC - シードファンド｜
(LinkedIn) 

10Xc は、製品や市場への適合性の検証に向けてアイデア
やコンセプトに取り組んでいる起業家にシード資金を提
供する、技術系スタートアップのシードファンドであ
る。10Xc は、PlanetN Group of Companies の一員であり、
業界や業種を問わず、技術関連の投資を行っている。
Nadeem Hussain と Saif Akhtar は 10XC の共同設立者であ
り、それぞれ会長とCEO を務めている。（カラチ） 

PlanX https://planx.pitb.gov.pk/ PlanX は、パキスタンの技術系新興企業の持続可能性を
促進することを目的とした、パンジャブ州情報技術局
が支援するアクセラレータである。PlanX は 2014 年に
設立され、複数の資金調達ルート、メンターの専門的
なネットワーク、グローバルなエクスポージャーへの
アクセスを提供することで、商業的に実行可能なミッ
ドステージのテクノロジースタートアップを強化し、
ハイインパクトなビジネスを確立することを目的とし
ている。（ラホール） 

Pakistan Software 
Houses Association for 
IT and ITES (P@SHA)* 

https://www.pasha.org.pk/ パキスタン最大の ICT 業界団体であり、800 社以上の
スタートアップ企業が加盟している。 

https://thenestio.com/
https://telenorvelocity.com.pk/
https://jazzxlr8.com.pk/
https://fintechfactory.pk/
https://ignite.org.pk/
https://id92.pk/
https://planx.pitb.gov.pk/
https://www.pasha.org.pk/
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名前 URL 概要 
National Science & 
Technology Park 
(NSTP) 

https://nstp.pk/ NSTP は、パキスタン初の完全統合型の科学技術パーク
（STP）であり、国内初の大学主催の STP でもある。こ
の構想は、イノベーション主導のハイテク企業の誕生と
成長を促し、育成することで、パキスタンの知識経済を
活性化することを目的としている。このマスタープラン
には 80 億クローネ以上が投資されており、NSTP は企業
にとってイノベーションのパワーハウスとなるだろう。 

Urban Unit https://www.urbanunit.gov.pk
/UU/Home 

急速な都市化を管理し、パキスタンの人々の生活水準
を向上させるために、主要な利害関係者にプロポーシ
ョン感覚を植え付けることを目的とした知識ベースの
組織である。 

National Incubation 
Center (NIC)* 

https://nicpakistan.pk/ パキスタン最大のテクノロジーインキュベーションセ
ンターである。サポートプログラムと活動対象となるス
タートアップのステージ、テクノロジーフォーカスなど
日本の産業界とのビジネスマッチングを希望する ICT
企業である。 

NIC Lahore* https://niclahore.lums.edu.pk/ NIC のラホール支部 
NIC Karachi* https://www.nickarachi.com/ NIC のカラチ支店 
JumpStart Pakistan http://www.jumpstartpakistan.

com/ 

その究極のビジョンは、国の資源を活用し、偉大な国
家を築くために団結してより強くなることで、国の強
固で持続可能な企業のエコシステムを構築することで
ある。 

Pakistan Information 
Technology Association 
(PITA)* 

https://pita.org.pk/ PITA のメンバーは、経験豊富な IT プロフェッショナル
のネットワークに接続されており、あらゆる業界の主要
な情報技術の学者、研究者、実務家が含まれている。 

注： この他にもオンラインアンケートに回答した団体があるが、先端 IT 関連ではないため除外している。 

 
IT企業  

会社名 URL 概要 
Absoluit https://absoluit.com/ デザイナー、開発者、ライター、マーケッター、アナ

リストがデジタル時代の傘の下で働くチームとして、
オンライン TAXI ソリューションを提供している。 

Addo AI https://addo.ai/ シンガポールに本社を置き、人工知能と機械学習で顧
客のビジョンを強化するエンタープライズ AI ソリュー
ション企業。フォーブス誌では、世界を変革するアジ
アの AI 企業 4 社のうちの 1 社に選ばれている。 

ANZEN https://anzen.pk/ サブスクリプションモデルでインテリジェントな監視
ソリューションを提供。 

datumBrain https://datumbrain.com/ データサイエンス、分析、ビッグデータ、機械学習を
提供。 

eKhata http://ekhata.com/ パーソナル・デジタル・ファイナンス・ダイアリーを
提供。 

E-Khata www.ekhataerp.com 完全かつ高度にカスタマイズ可能な会計・在庫管理ソ
リューションであり、パキスタンおよび世界中の少な
くとも 500 万社の中小企業を自動化することを目的と
している。企業の合理化、コスト削減、効率化を支援
している。 

Focustech https://www.focusteck.com/ アプリ、ブランド、デジタル製品、キャンペーンのリ
サーチ、デザイン、開発を提供する、ユーザーにフォ
ーカスしたデジタルエージェンシー。企業のデジタル
製品の立ち上げや改善を支援することを専門としてお
り、ユーザーエクスペリエンスのローカライズや、デ
ジタル制作サイクル全体を最高水準で実行することに
注力している。 

Fotisto https://www.fotisto.pk/ マネジメントシステム、人工知能、コンテンツと出
版、マーケティング、写真、その他のメディアとエン
ターテインメント、科学とエンジニアリング、E コマ
ース、コマースとショッピング、セールスとマーケテ
ィングソフトウェアを提供。 

https://nstp.pk/
https://www.urbanunit.gov.pk/UU/Home
https://www.urbanunit.gov.pk/UU/Home
https://nicpakistan.pk/
https://niclahore.lums.edu.pk/
https://www.nickarachi.com/
http://www.jumpstartpakistan.com/
http://www.jumpstartpakistan.com/
https://pita.org.pk/
https://absoluit.com/
https://addo.ai/
https://anzen.pk/
https://datumbrain.com/
http://ekhata.com/
http://www.ekhataerp.com/
https://www.focusteck.com/
https://www.fotisto.pk/
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会社名 URL 概要 
GeniTeam https://www.geniteam.com/ ゲーム、3D、VR/AR、ゲーミフィケーションを提供。 
Grandeur Technologies https://grandeur.tech/ 包括的なクラウド・コンピューティング・プラットフ

ォームにより、メーカーやスタートアップ企業がスマ
ート（IoT）製品を構築することを支援。同社のクラウ
ドプラットフォームを使えば、初期費用なしで数週間
ですべての作業を行うことができる。これにより、数
ヶ月間の作業、人手、コストを削減できる。ネットワ
ーク、ストレージ、スケーリングなどの複雑な部分は
同社が担当し、ユーザーは同社の SDK を使用してハー
ドウェアに専念するだけである。 

IOTA PAKISTAN https://www.iotapakistan.com/ IoTA（Internet of Things and Automation）Pakistan Pvt.Ltd
は、顧客の生活にデジタル革命をもたらすことを目的
とした、ユニークなビジネスベンチャー。お客様の
「生活」に革命を起こす能力と力を持った IoT（Internet 
of Things）指向の製品やソリューションを商品化して
いる。企業の中核的なサービスに自動化を導入するこ
とで、企業がより大きな収益を上げ、運営コストを削
減できるように支援している。 

LFD 
(Love For Data) 

http://www.lovefordata.com/ 一般に公開されているデータを活用し、それを組織の
データと組み合わせて実用的な洞察を導き出すこと
で、企業に貢献する予測分析企業。その費用対効果の
高いプラットフォームは、複数のデータソースにまた
がる何百万ものデータポイントを集約、整理、分析
し、ダッシュボード、レポート、ビジュアライゼーシ
ョン、アプリケーション・プログラム・インターフェ
ース（API）を通じて、これらのインサイトへのアクセ
スを提供している。 

LMKT https://www.lmkt.com/ パキスタンを拠点とし、スケーラブルな IT ソリューシ
ョンを提供する総合テクノロジー企業。スマートシテ
ィ、スマートビルディング、電子政府、クリーンテク
ノロジー、農業技術などのソリューションを提供し、
パキスタンの急速な経済成長と都市化をサポートして
いる。 

Metis https://www.metispvt.com/ ビッグデータと IoT におけるローカルマーケットのリ
ーダーであり、国内で最も成長しているビッグデータ
と IoT チームの一つ。アナリティクス、AI、機械学習
の領域で重要な課題を解決することが信頼され、それ
が評価され、報酬を得ることができる。 

Repair Desk www.repairdesk.co Repair Desk は、モバイル修理ショップのオーナー向け
のウェブベースのアプリケーションである。モバイル
修理の記録、在庫の管理、スタッフや顧客のコメント
などを残すことができる。 

Screen IT https://goscreenit.com/ 位置情報を活用したダイナミックなデジタルアウトオ
ブホーム（DD-OOH）広告プラットフォーム。 

Sehat Kahani https://sehatkahani.com/ 遠隔医療を利用して、必要としている人に質の高い医
療を提供する、女性だけの医療機関ネットワークを提
供。 

Socialbu www.socialbu.com ソーシャルメディアの管理・自動化ツール。ソーシャ
ルメディアを効率的に管理し、時間を節約することが
できる。さまざまなソーシャルメディアネットワーク
上の複数のソーシャルメディアアカウントにコンテン
ツをスケジュールして公開したり、ファンやフォロワ
ーとの交流を深めたり、ソーシャルメディア上の反復
的なアクションを自動化する自動化ルールを作成した
りすることができる。 

Socialchamp socialchamp.io ソーシャルメディア管理・自動化ツールを提供。 
Techlogix https://www.techlogix.com/ 主なサービスとして、イノベーションとソフトウェア

プロダクトエンジニアリング、デジタルトランスフォ
ーメーション、金融業界向けソリューションを提供。 

https://www.geniteam.com/
https://grandeur.tech/
https://www.iotapakistan.com/
http://www.lovefordata.com/
https://www.lmkt.com/
https://www.metispvt.com/
http://www.repairdesk.co/
https://goscreenit.com/
https://sehatkahani.com/
http://www.socialbu.com/
http://socialchamp.io/
https://www.techlogix.com/
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会社名 URL 概要 
teradata https://www.teradata.pk/ テラデータは、クエリの規模や量に関わらず、関連す

るデータを 100%活用して、リアルタイムでインテリジ
ェントな回答を提供している。そして、それをオンプ
レミス、クラウド、そしてその中間のどこでも実現す
る。これを Pervasive Data Intelligence と呼ぶ。テラデー
タは、業界をリードする製品、専門知識、サービスを
提供している。 

Unique Software 
Development 

https://www.uniquesoftwared
ev.com/ 

世界を変えるインテリジェントなアプリケーションを
設計・開発する傍ら、アプリケーションと学習の構築
を通じて、20 億ドル以上の（顧客企業の）収益を直接
牽引する。 

Walee https://walee.pk/ 国内ピッチコンテスト 2020 のファイナリスト。インフ
ルエンサー・マッチメイキングのためのソフトウェア・
ソリューション。このソフトウェアにより、パキスタン
でのインフルエンサー・マッチメイキングを、より低コ
ストで集中的に行うことができ、中小企業にとってはる
かに高いインパクトをもたらすことができる。 

WonderTree wondertree.co 障がい者のための特別な学校で、AI を使って学習をゲ
ーム化するサービスを提供。 

Xgrid https://xgrid.co/ 2012 年に設立された Xgrid は、仮想ネットワーク分野
のパイオニアであり、インテリジェントでセキュアな
クラウドインフラストラクチャソリューションを幅広
く提供。 

Xord https://xord.one/ ブロックチェーン技術の進歩により、この世界をエン
パワーするための分散型アプリケーションを開発。 

注：この他にもオンラインアンケートに回答した企業は数多くあるが、先端 IT 関連ではないため除外している。 

 
IT分野の開発に従事する国際機関／外国企業 

名前 URL 概要 
FAO パキスタン http://www.fao.org/pakistan/en/ 国際電気通信連合（ITU）と連携した e-Agriculture の政

策支援を開始。 
UNDP パキスタン https://www.pk.undp.org/cont

ent/pakistan/en/home/accelera
tor-labs.html 

UNDP Innovation in Pakistan は、UNDP Innovation 
AccLab-Pakistan を立ち上げ、プロジェクトだけでな
く、パートナーへの支援も強化している。 

Karandaaz, DFID https://karandaaz.com.pk/ Karandaaz Digital は、社会的インパクトを与える最先端
のイノベーションとデジタルソリューションを採用す
ることで、金融サービス業界の金融包摂を促進するこ
とを目指しており、Innovation Challenge Fund の運営も
行っている。 

USAID パキスタン https://www.usaid.gov/pakistan USAID の資金援助でパキスタンの起業家が革新と成長
を遂げている。 

世界銀行パキスタン https://projects.worldbank.org
/en/projects-
operations/project-
detail/P167230 

パイプライン・プロジェクト：KP におけるデジタルト
ランスフォーメーション 
http://documents.worldbank.org/curated/en/61029153848771
4485/pdf/Concept-Project-Information-Document-Integrated-
Safeguards-Data-Sheet-Khyber-Pakhtunkhwa-Cities-and-
Digital-Transformation-Project-P167230.pdf#search=
「Khyber+Pakhtunkhwa+IT+world+bank」。 

 

 

https://www.teradata.pk/
https://www.uniquesoftwaredev.com/
https://www.uniquesoftwaredev.com/
https://walee.pk/
http://wondertree.co/
https://xgrid.co/
https://xord.one/
http://www.fao.org/pakistan/en/
https://www.pk.undp.org/content/pakistan/en/home/accelerator-labs.html
https://www.pk.undp.org/content/pakistan/en/home/accelerator-labs.html
https://www.pk.undp.org/content/pakistan/en/home/accelerator-labs.html
https://karandaaz.com.pk/
https://www.usaid.gov/pakistan
https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P167230
https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P167230
https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P167230
https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P167230
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付録2： 先進的なICTソリューションのニーズがあると思われる日本の業界団体の連絡先リスト  
産業分野 適用可能な先端技術 業界団体・大手企業 URL 

金融・証券 AI、ブロックチェーン、ビッグデータ解析、特権ア
クセス管理サービス、スマートフォンアプリ、スタ
ートアップサービス、など。 

全国銀行協会 https://www.zenginkyo.or.jp/ 
日本証券業協会（JSDA） https://www.jsda.or.jp/ 
日本クレジット協会（JCA） https://www.j-credit.or.jp/ 
Fintech 協会 https://www.fintechjapan.org/ 
日本銀行金融研究所（IMES） https://www.imes.boj.or.jp/ 
金融情報システムセンター（FISC） https://www.fisc.or.jp/ 
地銀ネットワークサービス株式会社（CNS） https://www.chigin-cns.co.jp/ 
ブロックチェーン推進協会 https://bccc.global/ 
日本ブロックチェーン協会（JBA） https://jba-web.jp/ 

保険 AI、ブロックチェーン、ビッグデータ解析、スマー
トフォンアプリ、画像処理認識・データ解析、特権
アクセス管理サービスなど。 

日本損害保険協会（GiAJ） https://www.sonpo.or.jp/ 
全国技術アジャスター協会（JAA） http://zengikyo.gr.jp 
全国農業共済協会 http://nosai.or.jp/ 

医療システム・健康管理 AI、ビッグデータ解析、コンピュータビジョン、画
像処理認識・データ解析、ディープラーニング、特
権アクセス管理サービス、AI 向け画像アノテーショ
ン技術、スマートフォンアプリなど。 

日本医療機器産業連合会（JFMDA） http://www.jfmda.gr.jp/ 
日本医療機器工業会（JAMDI） http://www.jamdi.org/ 
日本医療機器テクノロジー協会（MTJAPAN） http://www.mtjapan.or.jp/jp/mtj/ 
日本分析機器工業会（JAIMA） https://www.jaima.or.jp/ 
東京都医工連 HUB 機構 https://ikou-hub.tokyo/ 
IoMT（Internet of Medical Things） 学会 https://iomt.or.jp/ 
医療データベース協会（AMDJ） http://www.amdj.org/ 
ヘルスデータサイエンティスト協会 http://japan-hds.org/ 
日本医療ベンチャー協会（JMVA） https://jmva.or.jp/ 
バイオインダストリー協会（JBA） https://www.jba.or.jp/ 

工作機械 AI、FPGA、SoC 設計、画像処理認識・データ解
析、コンピュータビジョン、深層学習など。 

日本電機工業会（JEMA） https://www.jema-net.or.jp/ 
日本自動車車体工業会（JABIA） https://www.jabia.or.jp/ 
日本金型工業会（JaDMA） https://www.jdmia.or.jp/ 
日本工作機械工業会（JMTBA） https://www.jmtba.or.jp/ 
日本工作機械販売店協会（JMTDA） http://www.nikkohan.or.jp/ 

自動車（自律走行など） 自律走行、センシング、電動化、など。 日本自動車工業会（JAMA） https://www.jama.or.jp/ 
日本自動車部品工業会（JAPIA） https://www.japia.or.jp/ 
電子情報技術産業協会（JEITA） https://www.jeita.or.jp/ 
日本自動車機械工具協会（JASEA） https://www.jasea.org/ 
インターネット ITS 協議会（IIC） http://www.internetits.org/ 

ディストリビューション AI、ブロックチェーン、FPGA、SoC 設計、ビッグ
データ解析、ディープラーニング、AI のための画像
アノテーション技術、スマートフォンアプリ、な
ど。 

日本小売業協会 https://japan-retail.or.jp/ 
日本ロジスティクスシステム協会（JILS） https://www1.logistics.or.jp/ 
情報サービス産業協会（JISA） https://www.jisa.or.jp/ 
日本物流システム機器協会（JIMH） https://www.jimh.or.jp/ 
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産業分野 適用可能な先端技術 業界団体・大手企業 URL 
航空宇宙 AI、ビッグデータ解析、FPGA、SoC 設計、画像処

理認識・データ解析、コンピュータビジョン、ディ
ープラーニングなど。 

日本航空宇宙工業会（SJAC） https://www.sjac.or.jp/ 

全国航空機クラスター・ネットワーク（NAMAC） https://namac.jp/ 

材料科学 AI、ビッグデータ解析、コンピュータビジョン、
FPGA、SoC 設計、画像処理認識、データ解析な
ど。 

石油化学工業協会（JPCA） https://www.jpca.or.jp/ 
素形材センター https://www.sokeizai.or.jp/ 
新化学技術推進協会（JACI） http://www.jaci.or.jp/ 
日本化学工業協会（JCIA） https://www.nikkakyo.org/ 
西日本プラスチック製品工業協会 https://www.nishipla.or.jp/ 
スマート IoT 推進フォーラム https://smartiot-forum.jp/ 

製造業 AI、ビッグデータ解析、FPGA、SoC 設計、画像処
理認識・データ解析、コンピュータビジョン、ディ
ープラーニングなど。 

ファクトリーサイエンティスト協会 https://www.factoryscientist.com/ 
日本能率協会（JMA） https://www.jma.or.jp/ 
ロボット革命・産業 IoT イニシアティブ（RRI） https://www.jmfrri.gr.jp/ 
組込みシステム技術協会 https://www.jasa.or.jp/ 
AI・IoT 普及推進協会 https://www.aipa.jp/ 

生化学分析 AI、コンピュータビジョン、画像処理認識、データ
解析など。 

日本臨床検査機器・試薬・システム振興協会（JACLaS） https://jaclas.or.jp/ 

創薬・製薬 AI、ビッグデータ解析、FPGA、SoC 設計、画像処
理認識・データ解析、コンピュータビジョンなど。 

日本製薬工業協会（JPMA） http://www.jpma.or.jp/ 
日本ジェネリック製薬協会（JGA） https://backup.jga.gr.jp 

資源探査 AI、ビッグデータ解析、FPGA、SoC 設計、画像処
理認識・データ解析、深層学習、など。 

海洋調査協会（JAMSA） https://www.jamsa.or.jp/ 
石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC） http://www.jogmec.go.jp/ 
リモート・センシング技術センター（RESTEC） https://www.restec.or.jp/ 

プラントコントロール AI、ビッグデータ解析、FPGA、SoC 設計、画像処
理認識・データ解析、深層学習など。 

日本プラントメンテナンス協会（JIPM） https://jipmglobal.com/ 
プロセス計装制御技術協会（IPC） https://www.ipc.gr.jp/ 

情報セキュリティ・ 
物理セキュリティ 

AI、ビッグデータ解析、FPGA、SoC 設計、画像処
理認識・データ解析、バックグラウンドノイズ除
去、ディープラーニング、特権アクセス管理サービ
スなど。 

日本セキュリティ監査協会（JASA） https://www.jasa.jp/ 
情報処理推進機構（IPA） https://www.ipa.go.jp/ 
地方版 IoT 推進ラボ https://local-iot-lab.ipa.go.jp/ 
情報通信研究機構（NICT） https://www.nict.go.jp/ 
日本情報経済社会推進協会（JIPDEC） https://www.jipdec.or.jp/ 
日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA） https://www.jnsa.org/ 

農業 AI、IoT、空撮システムを活用した農業支援技術、
画像処理認識・データ解析、FPGA、SoC 設計、デ
ィープラーニングなど。 

日本農業機械化協会（JAMA） https://nitinoki.or.jp/ 
農林水産航空協会 http://www.j3a.or.jp/ 
農業ドローン協会 https://www.nougyoudrone.com/ 
農林水産・食品産業技術振興協会（JATAFF） https://www.jataff.jp/ 
農畜産業振興機構（alic） https://www.alic.go.jp/ 
漁業情報サービスセンター（JAFIC） https://www.jafic.or.jp/ 
日本ドローン協会（JDA） https://alldrones.org/ 
日本農業ドローン協会 https://www.alpsdrone.co.jp/ 
国際ドローン協会（IDA） https://ida-drone.com/ 



 

 

南
ア

ジ
ア
・

中
央
ア

ジ
ア
地

域
 
先
端

IC
T
技
術

を
用
い

た
ソ
リ

ュ
ー
シ

ョ
ン
ビ

ジ
ネ
ス
振

興
の
た

め
の
情

報
収
集

・
確

認
調

査
 

62 

産業分野 適用可能な先端技術 業界団体・大手企業 URL 
北海道農業機械工業会 http://hokunoko.jp/ 
全国農業協同組合連合会（JA） https://www.zennoh.or.jp/ 
全国農業協同組合中央会（JA-ZENCHU） https://www.zenchu-ja.or.jp/ 
AgVenture Lab https://agventurelab.or.jp/ 
全国農業共済協会（NOSAI） http://nosai.or.jp/index.php 
ホクレン https://www.hokuren.or.jp/ 

観光 ガイド AR、オンライン VR、スマートフォンアプ
リ、など。 

Virtual Reality Innovation Organization（VRIO） https://vrio.or.jp/ 
日本旅行業協会 https://www.nihon-kankou.or.jp/ 

教育・研修 プログラミング自習サービス、スマートフォンアプ
リなど 

LOT https://lot.or.jp/ 
Virtual Reality Innovation Organization（VRIO） https://vrio.or.jp/ 

リサーチ 消費者動向調査システムなど 日本マーケティング・リサーチ協会（JMRA） https://www.jmra-net.or.jp/ 
日本マーケティング協会（JMA） https://www.jma2-jp.org/ 
コンピュータソフトウェア協会（CSAJ） https://www.csaj.jp/ 

洋服・ファッション トレンド分析、顧客行動分析、SNS ソーシャルリス
ニング、ディープラーニング、など。 

日本通信販売協会（JDMA） https://www.jadma.or.jp/ 
日本アパレル・ファッション産業協会（JAFIC） http://www.jafic.org/ 
日本ファッション産業協議会（JFIC） http://www.jfic.jp/ 

環境 AI、ビッグデータ解析など 国立環境研究所（NIES） https://www.nies.go.jp/ 
海洋研究開発機構（JAMSTEC） https://www.jamstec.go.jp/ 
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） https://www.nedo.go.jp/ 
産業技術総合研究所（AIST） https://www.aist.go.jp/ 

スタートアップ スタートアップ支援 日本スタートアップ支援協会（JSSA） https://www.yumeplanning.jp/ 
その他 AI、ビッグデータ解析など スマートジャパンアライアンス https://smt-jpn.org/ 
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付録3： 対象国ICT企業との協業試行パイロット事業実施結果 

表-21 企業ペアAの協業試行結果概要 

日本企業 投資情報提供企業 
対象国企業 パキスタンの中堅 ICT ソリューションプロバイダー 
協業内容 機械学習によるコーポレートガバナンス情報の収集・自動評価アルゴリズムの構築 
協業種別 実証実験 
協業結果 完了 

質問 日本企業側の回答 パキスタン企業側の回答 
相手側とのコミュニケーシ

ョン、ビジネス慣行、文化等

に起因する課題や問題点 

なし なし 

技術的な問題点 なし （技術的詳細のため割愛） 
その他の課題や問題点 なし （技術的詳細のため割愛） 
上記の課題や問題点にどう

対処し解決したか（あるい

は解決できなかったか） 

週次の定期ミーティングの中で委託先エン

ジニアが直面している課題を共有、議論し

た。また、開発工程ごとにアウトプットのデ

ータを共有し、大きな漏れがないか、解決す

べき課題なのか例外処理なのかなどをフィ

ードバックすることで逐次解決を図った。 

お客様と頻繁にミーティングを行い、直

面している問題を理解するための話し合

いを行った。 

今後相手国の企業（今回の

企業に限らない）と協業を

行う可能性について 

前向きに検討。今回の機械学習に限らず多

くの要素技術を持っていると思われるた

め、様々な先端技術でコーポレートガバナ

ンス情報の評価を検討してみたい。 

今回はリモートワークが可能で、大きな

問題もなく終了できた。しかし、このよ

うなサービスを必要としている企業を探

し特定することは難しいため、マーケテ

ィングが重要。 
今回の協業試行を通じて感

じた相手国企業の魅力 
 要望や修正への対応が早く、週次の報告

会も資料を用いて分かりやすく説明がな

されコミュニケーションが取りやすい。 
 時差を感じることがほとんどなく、情報

交換もスムーズだった。 
 コストに対しパフォーマンスの質が高

く、先端技術への造詣も深い。 

 非常にプロフェッショナルなビジネス

の出会い 
 営業時間がリモートワークに適してい

る 

今回の協業試行を通じて感

じた相手国業界の課題 
目立った課題は無い。  当社のエンジニアは全員が英語を理解

するが、日本語で書かれたデータや文

書は翻訳が必要で、文脈が理解できな

いこともある。 
 アナリストが顧客と対話する必要があ

るため、言語が障壁となりえる。 
 ソーシャルメディアマーケティング

は、当社のようなオフサイト企業にと

って非常に重要であるが、現在、日本

のソーシャルメディアへのアクセスは

限られている。 
協業促進のために自国の企

業や業界団体が行うべきこ

と 

委託先の選択肢に入れること／入れてもら

うための工夫を業界団体として行うこと 
日本語と日本のビジネス文化についての

研修 

協業促進のために JICA や

日本政府が行うべきこと 
今回のような協業実証事業の継続的な展

開。対象国のことをよく知らないことが最

初の壁になりうるため、実証件数を増やす

中で認知を広げ、また対象国の IT 企業を紹

介できるだけの情報量と深い理解が必要だ

と思われる。 

パキスタンにおける日本の子会社の設立

を促進し、その IT・ソフトウェアサービ

スをパキスタンの現地企業が提供するこ

とを要請する。 

協業促進のために対象国の

政府が行うべきこと 
なし 日本企業の現地設立をよりシンプルかつ迅

速に行い、これらの企業がパキスタンの IT
やソフトウェアサービスを利用した場合に

は、税金などのインセンティブを提供する。 



南アジア・中央アジア地域 先端ICT技術を用いたソリューションビジネス振興のための情報収集・確認調査 

64 

その他両国間の協業促進の

ためのコメントや意見 
なし パキスタンのコンピュータサイエンスお

よびエンジニアリングを学ぶ学生に、日

本の大学で学ぶための奨学金を提供す

る。日本の大学で学ぶことで、言語や文

化を学び、ソフトウェアのニーズを評価

することができる。これらの学生は帰国

後、日本の産業界にサービスを提供する

重要な役割を担うことができる。 

 
表-22 企業ペアBの協業試行結果概要 

日本企業 半導体設計ソリューション開発企業 
対象国企業 アルメニアの半導体設計ソリューション開発企業 
協業内容 表示デバイス電気特性解析ツールの性能向上 
協業種別 調査 
協業結果 日本側企業が協業を辞退した。辞退の理由は以下の通り。 

 アルメニア企業側から提出された最終提案書での、ソフトウェアの実装の具体性が得られなかった。 
 ソフトウェア生産能力は高いと思われ、長期にわたる実装方法の手段・戦略の提案はあったが、目

標に達するまでの期間・コスト・実現性が不明瞭であった。 
調査団注： 日本側企業は、協業試行だけでなくその後の本格協業も見込んでいたようだが、試行を超

える部分について合意が得られなかったものと推測する。 

 
表-23 企業ペアCの協業試行結果概要 

日本企業 鋼管製造企業 
対象国企業 アルメニアの AI ソリューションプロバイダー 
協業内容 生産された鋼管の画像認識による品質確認作業の自動化プロジェクト 
協業種別 実証実験、プロトタイプ作成 
協業結果 完了 

質問 日本企業側の回答 アルメニア企業側の回答 
相手側とのコミュニケーシ

ョン、ビジネス慣行、文化等

に起因する課題や問題点 

 言語の課題がある。 
 日本とアルメニアの時差が 5 時間ある。 

なし 

技術的な問題点  カメラの選定、撮影方法等についての専

門性は低い 
 良質な AI モデルを作るための画像撮影

カメラと照明の配置は予想以上に難し

く、実証事業の期限に間に合わなかった。 
その他の課題や問題点 なし  高精度の検出モデルを実装するために

必要な質の高いラベル付きデータが無

いことが、最大の課題だった。 
上記の課題や問題点にどう

対処し解決したか（あるい

は解決できなかったか） 

 英語会話力の高いメンバーが参加 
 Zoom 等の会議ツールの活用 

 AI モデルの実装手法を変更 

今後相手国の企業（今回の

企業に限らない）と協業を

行う可能性について 

今後の協業について前向きに検討を進める

予定。 
あらゆる業界のあらゆる日本企業に対し

て、日々の業務に AI を活用することでど

のようなメリットが得られるのか、コン

サルティングを提供する用意がある。 
今回の協業試行を通じて感

じた相手国企業の魅力 
 画像解析についての専門性が高い 
 日本国内の企業と比較して安価 

 日本の生産モニタリングや品質保証の

市場が魅力的 
 日本の大規模な製造業で品質管理ソリ

ューションの協業が可能 
 日本の労働文化、礼儀正しいビジネスマ

ナー、時間とリソースの正確さは重要 
今回の協業試行を通じて感

じた相手国業界の課題 
 現地作業が必要になるサポートやトラ

ブル対応は期待できない 
 比較対象がないので解析速度等の性能

評価が出来ていない 

 言葉の壁は確かに問題になる。幸い今

回はそのような問題は無かった。 
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協業促進のために自国の企

業や業界団体が行うべきこ

と 

 コミュニケーションツール等は相手国

側の企業に合わせる。 
 国内企業のように過剰な仕様書や品質

や検証は求めない。 

 より多くの異業種企業との様々な協力

関係を築くこと 

協業促進のために JICA や

日本政府が行うべきこと 
 企業のセキュリティポリシーへの対応  データ収集の促進とデータ品質に関す

る教育 
協業促進のために対象国の

政府が行うべきこと 
なし  日本企業とアルメニア企業のパートナ

ーシップの機会を増やす。 
その他両国間の協業促進の

ためのコメントや意見 
なし なし 

 
表-24 企業ペアDの協業試行結果概要 

日本企業 医療機器スタートアップ企業 
対象国企業 スリランカの IoT ソリューション開発企業 
協業内容 新型医療用センサーを用いた IoT 医療機器プロトタイプ用アプリ開発 
協業種別 実証実験、プロトタイプ作成、調査 
協業結果 完了 

質問 日本企業側の回答 スリランカ企業側の回答 
相手側とのコミュニケーシ

ョン、ビジネス慣行、文化等

に起因する課題や問題点 

 ICT 業界に共通する専門用語を英語でも

認識できるように日本側企業が学ぶべき 
 最初の協議では、日本在住のスリラン

カ人に翻訳を手伝ってもらった 

技術的な問題点  成果物や進捗状況の共有に使用される

ソフトが日本であまり典型的なもので

はなかった。事前にどのようなソフトウ

ェアを使うのか擦り合わせする機会が

あってもよい。 

（技術的詳細のため割愛） 

その他の課題や問題点 なし （技術的詳細のため割愛） 
上記の課題や問題点にどう

対処し解決したか（あるい

は解決できなかったか） 

 （技術的な打合せなど）調査団員にサポ

ートしてもらった 
実際のシステムがどのように動作するか

を検証するため、本物のデバイスを宅配

便で送ってもらった。 
今後相手国の企業（今回の

企業に限らない）と協業を

行う可能性について 

 オンラインで協業できる機会は今後も増

える。グローバルな展開を考えている日

本企業にとって、海外との協業は不可避。 
 非常に満足しており、今後も協業したい。 

 特に IoT 分野での協業は大きな可能性

がある。同分野の技術を用いた日本市

場での足場固めに自信を持っている。 

今回の協業試行を通じて感

じた相手国企業の魅力 
 グローバルスタンダードな開発アプロ

ーチ 
 開発スピードが速い 
 コスト面でも有利？ 

 2 つの国を結ぶ共通のアジア文化 
 日々の生活での IoT アプリケーション

の利用の増加 
 外資系ソフトウェア企業の高い成長性 

今回の協業試行を通じて感

じた相手国業界の課題 
 共通の言語が英語なので、頻繁かつ円滑

なコミュニケーションを図る必要 
 使用するソフトウェアを統一する必要 
 タイムゾーンの調整（異国のため不可

避） 

 日本市場で使用されている先進的な

ICT の利用に関する情報不足 
 日本での事業展開を希望する外国企業

のためのガイドライン、税体系、従業

員の制限がないこと 
 日本におけるソフトウェア開発者の給

与構造や報酬制度に関する情報の不足 
協業促進のために自国の企

業や業界団体が行うべきこ

と 

 常にグローバルなサービスを展開する

視点を持って、自社サービス・プロダク

トの開発を行う必要がある。 
 英語での仕様書やコミュニケーション

が取れるように、多方面にコンタクトを

とること。 

 開発者への日本語教育、日本語能力へ

のインセンティブの提供 
 日本の開発者と自国の開発者の交流プ

ログラムを確立する。 
 在日スリランカ大使館と協力して、ス

リランカの ICT企業を紹介するプログ

ラムを企画する。 
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協業促進のために JICA や

日本政府が行うべきこと 
相手国・日本国側双方のビジネスチャンス

やコラボレーションできる機会の創出、資

金的援助や助成を行う。 

 日本市場でのビジネスチャンスを紹介

するウェブポータルを開設する。 
 スリランカの ICT 企業を登録し、日本

の新興企業やビジネスとのマッチング

を可能にする。 
 JICA がスリランカの ICT 企業を日本

の企業に紹介するリファーラル・プロ

グラムを開始。 
 スリランカの ICT 企業が他国の JICA

資金援助プロジェクトのためにソフト

ウェアを開発することを可能にし、そ

の機会を提供する。 
協業促進のために対象国の

政府が行うべきこと 
現地開発が必要な際は、その開発環境の整

備。ビザ取得の便宜等、日本国内企業の関

係者が現地に安心して渡航・滞在できる環

境を整える。また相手国側の開発環境や慣

習・文化を積極的に発信し、相互に連絡を

密にとる。 

 情報通信大学の学位プログラムに日本

語を選択科目として加える。 
 オンラインポータル 91をソーシャル

メディアや日本領事館で宣伝する。 
 日本・スリランカ間の ICT ビジネス協

力を調整するために、日本ビジネスリ

ンケージセルを設立する。 
 ICT 産業に関連した日本の大学との共

同研究や、研究成果に基づく新興企業

の設立を行う大学関係者へのインセン

ティブの提供 
その他両国間の協業促進の

ためのコメントや意見 
今後もこのような協業試行の案件をより一

層案内してほしい。 
 両国のスタートアップ企業が自社製品

を展示する年次カンファレンスの開催 
 両国の ICT企業間の合弁／提携関係の

構築を JICA が支援 
 JICA による ICT スタートアップ企業

の ISO 認証取得支援 
 日本とスリランカの企業が、他の大陸

に進出している日本の大手企業（自動

車メーカー、重機、電子機器など）の

ソフトウェアを共同で開発するグロー

バル・リファーラル・プログラムを開

始する。 
 両国の大学関係者が共通の目的のため

に起業するプログラムの確立（例：日本

の大学関係者が IoT 機器を製造するス

タートアップ企業を設立し、スリラン

カの大学関係者が IoT 機器に必要なア

プリケーション・ソフトウェアを開発

するスタートアップ企業を設立する）。 

 
  

 
91 https://www.srilankabusiness.com/ 
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表-25 企業ペアEの協業試行結果概要 

日本企業 スマート農業系システム開発企業 
対象国企業 スリランカのスマート農業系ソリューションプロバイダー 
協業内容 AI と IoT を活用した作物の監視、資源の節約、リスクの防止、生産の最大化のためのスマート農業ソ

リューション 
協業種別 実証実験、プロトタイプ作成、調査 
協業結果 完了 

質問 日本企業側の回答 スリランカ企業側の回答 
相手側とのコミュニケーシ

ョン、ビジネス慣行、文化等

に起因する課題や問題点 

今回は調査団員にサポートしてもらった

が、専門用語の漢字の意味を現地エンジニ

アに理解してもらうのに少し苦労があっ

た。 

 日本の農家とのコミュニケーションに

は、言葉の壁がある。 
 エンドクライアントが農家なので、日

本側企業の担当者を通してコミュニケ

ーションを取らざるを得ない 
技術的な問題点 技術的には問題はない ソリューションは 2G ネットワーク向け

に設計していたが、日本には 2G が無い

ため 3GとWiFi 対応に変更せざるを得な

かった。 
その他の課題や問題点 （技術的詳細のため割愛） 今年は急激な気候の変化により輪作が 1

ヶ月遅れたため、プロジェクトの完了が

2021 年 5 月末まで延びた。 
上記の課題や問題点にどう

対処し解決したか（あるい

は解決できなかったか） 

（技術的詳細のため割愛）  英語と日本語の通訳がいた。また、調

査団のサポートも受けた。 
 日本の現地 WiFi プロバイダーにも

協力してもらった。 
 展開ガイドラインを遠隔で指導し、多

くの取扱説明書やビデオを共有し、バ

ーチャルトレーニングも実施した。 
今後相手国の企業（今回の

企業に限らない）と協業を

行う可能性について 

今後は、さらにデータの標準化を進め、新

規就農者へのデータ提供、コンサルなどで

協業できると思う。 

日本の農業市場は非常にプレミアム性が

高く、作物は高価格帯で販売されている。

また農家の技術リテラシーも世界でトッ

プクラス。このため弊社のようなアグリ

テック企業は日本市場で拡大の可能性が

ある。 
今回の協業試行を通じて感

じた相手国企業の魅力 
 比較的安価に栽培に関するクラウドシ

ステムを構築できる。 
 今後 AI の活用、ビッグデータなどの活

用など可能性を感じた。 
 IoT ユニットの開発も可能な企業 

 農業分野における IoT インテリジェン

スの需要は、世界中で高まっている。 
 日本の農家の IT リテラシーは驚くほ

ど魅力的。 
 技術による小さな改善でも、日本のプ

レミアム農業市場では高い価値と投資

収益率をもたらす。 
今回の協業試行を通じて感

じた相手国業界の課題 
なし  技術プラットフォームを日本語にロー

カライズするために必要なカスタマイ

ズがたくさんある。 
 日本は世界の他の消費者市場と比較し

て、技術分野で非常に競争が激しい。 
協業促進のために自国の企

業や業界団体が行うべきこ

と 

対象国 IT 企業の情報をさらに収集し、埋も

れた光る企業を発掘し、積極的に交流して

ほしい。 

 JICA のような公的機関との協力関係

をさらに強化する。 
 貿易プログラムや会議を頻繁に行う。 
 特定分野の技術系企業を日本のプロジ

ェクトに参加させるための選考を行う。 
協業促進のために JICA や

日本政府が行うべきこと 
実証実験後の「成果を形にして行く段階」

のサポートなども頂きたい。 
 このような機会を与えて、若いスター

トアップ企業に新しい市場開拓の実験

をさせる。 
 JICA はスリランカの ICT 機関を介し

て、より多くのユースケースを公開の

場で共有し、入札を行うことが可能。 
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協業促進のために対象国の

政府が行うべきこと 
現地企業の詳細情報を収集し、日本からの

問い合わせに対して、最適な企業を何社か

紹介できる仕組みができると良い。また現

地訪問時のコーディネートなど頂けると助

かる。 

政府内部で技術交流を行い、現地のスタ

ートアップ企業の日本進出を支援するこ

と。 

その他両国間の協業促進の

ためのコメントや意見 
スリランカは世界の IT 企業の下請け国と

して、世界標準の技術の集積がある。上手

にマッチングできれば両国にとってより良

い関係が築けると思う。 

両国政府は、技術的な専門知識を共有し、

技術を交換するための長期的な協定を締

結するべき。 

 
表-26 企業ペアFの協業試行結果概要 

日本企業 農業 IoT ソリューション企業 
対象国企業 スリランカの AI ソリューションプロバイダー 
協業内容 農業従事者の動画像解析と日本語音声コマンド認識 
協業種別 実証実験、プロトタイプ作成 
協業結果 完了 

質問 日本企業側の回答 スリランカ企業側の回答 
相手側とのコミュニケーシ

ョン、ビジネス慣行、文化等

に起因する課題や問題点 

 音声から日本語に変換した内容が正し

いかを（相手側技術者が）判断できない

のが大変だったと思われる。日本語や日

本の慣習、農業分野の知識が必要であ

り、短期間での習得は難しいのでそれら

をサポートするアドバイザーが必須と

感じた。 
 英会話能力不足により対応が難しかっ

た。スリランカの文化について理解不足

の点も多かった。 

 日本語を話せない、読めないという言

葉の壁があった 
 スコープと比較してスケジュールと予

算がやや限られていた 

技術的な問題点 相手の技術力、開発環境等が不明であり、

音声コマンドという重要な日本語変換につ

いての正確率の UP が難しいと感じた。 

 英語に比べて日本語の AI ベースの音

声認識技術の成熟度が比較的低い 
 音声入力フローを開発者がテストする

ことはやや困難だった 
その他の課題や問題点 開発に関しては、2 週間毎に開発進捗会議

にて意識合わせを行ってきたが、開発時間

が限られている為プログラムの検証時間が

短くなってしまった。 

 

上記の課題や問題点にどう

対処し解決したか（あるい

は解決できなかったか） 

短期間の開発をサポートする為、あらかじ

め指定した音声コマンドに対して、具体的

な音声事例とその日本語テキストを提供

し、自社内で音声再生時に開発アプリが正

しく変換が上手くできるかを検証するデー

タを提供した。 

 調査団員のサポートにより、言葉の壁

を乗り越えられた。また、日本企業のプ

ロダクトオーナーは英語を話すのでコ

ミュニケーションも問題なく行えた。 
 スケジュールと予算の制限は、協議に

より管理可能な範囲で合意することで

克服した。スコープの縮小にも柔軟に

対応してくれた。 
今後相手国の企業（今回の

企業に限らない）と協業を

行う可能性について 

各国企業は日本企業との協業に向け、日本

法人を設けている。今後新規案件等で必要

に応じ協業を行う可能性はある。 

専門的な分野でも、品質や能力に妥協す

ることなくサービスを提供できるので、

日本市場には大きな可能性があると考え

ている。日本の人々や文化はプロフェッ

ショナルであるため、一緒に仕事をする

のが非常に楽。 
今回の協業試行を通じて感

じた相手国企業の魅力 
 対象国の優秀な人材を持つ企業との開

発による開発スピード UP 
 開発コストの抑制 

 先進国の安定した経済 
 成熟したハイテク産業 
 技術系人材への高い需要 
 プロ意識と仕事中心の文化 

今回の協業試行を通じて感

じた相手国業界の課題 
 日本語の理解不足 
 日本側の英語スキル不足 

 言葉の壁 
 既存のサプライヤーとの競合の可能性 
 物理的な距離と時差 
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協業促進のために自国の企

業や業界団体が行うべきこ

と 

 企業：英語スキル UP 
 業界団体：海外 IT 企業の強み、弱みの整

理。推奨スキル等のマップ作製。 

 積極的に機会を追求し、最高の品質の

成果を提供する 
 日本語でのコミュニケーションと仕事

ができるスタッフの獲得・育成により、

言語の壁を克服する。 
 日本の文化、労働倫理などを理解し、

それらに適応すること 
 コミュニティとして組織化し、国とし

てのサービスや才能をアピールする 
協業促進のために JICA や

日本政府が行うべきこと 
 これまでの実績や推奨内容の整理 
 対象企業が育ってきた経緯や特徴、貢献

度の整理 
 対象国 IT 企業の特徴、対象国の施策や

推進補助金等の開示 

 日本市場におけるスリランカ企業のプロ

モーションとコラボレーションの促進 
 両国の産業間のチャンネルを開き、ネ

ットワークを促進する 
 言語や市場へのアクセスなどの制限が

ある場合には、早期に対応する 
協業促進のために対象国の

政府が行うべきこと 
 日本語向けパンフレット 
 日本語サポート体制の強化 

 地元産業が日本でのビジネスチャンス

を追求することを奨励する。 
 両国の産業間のコラボレーションを促

進し、あらゆる障壁を排除する。 
 現地の人材や能力を日本市場で積極的

にアピールする。 
その他両国間の協業促進の

ためのコメントや意見 
 対象国側企業も、日本語がわからない中

で受けることに大変なチャレンジであ

ることだったと思う。 
 現地及び日本の風習を十分に理解した

調査団員がサポートしてくれたことで、

会社選定から開発時のフォローアップ

まで短期間で出来た事が大きかった。 

今回のような短期の概念実証プロジェク

トは、サービスプロバイダーにとって将

来の顧客に自分たちの能力を証明する非

常に良い機会となる。また、見込み客に

とっても、ビジネスリスクをあまり取ら

ずに新しいサプライヤーを評価する良い

機会となる。 
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